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工学分野におけるリスク論の基礎： 
地盤工学と自然災害を例題として 

Fundamentals of Risk Theory in Engineering Science： Issues in  
Natural Disasters and Geotechnology as Examples 

 
飛田 善雄* 

Yoshio TOBITA 
 

 
Abstract: The fundamentals of risk theory in the field of engineering science are reviewed 
and discussed in this paper. The risk theory has been studied and is used in various fields. 
Risks in engineering science have been principally defined as the product of probability 
and hazards; however, the definitions of risks in various fields are different from each 
other. The risk theory is currently used as a fundamental tool in the decision-making in 
significant projects and political issues.  The fundamental knowledge on the risk theory 
in engineering science may be helpful to students in this field, in terms of their careers 
and life. Examples are selected primarily from issues pertaining to natural disasters and 
geotechnology, which may be common to various risks in other fields. 
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1 はじめに 
リスク，リスク論（学），リスクマネジメントという用

語は現代社会にとって必要な概念となっている．

多くの啓発書が出版されている．リスク論を議論し

ている研究分野は多岐にわたる．〇〇リスクの〇

〇に相当するものとして，政治，経済，金融，テロ，

戦争，健康，食品，医療，災害などが挙げられる．

これらのすべての分野で，リスク論的手法が議論，

研究，利用されている． 
近年，リスク論に基づく手法を自然災害の減災

などの大きなプロジェクトや国の政策決定の基本

的道具の一つとして多くの国が位置付けている．

日本も例外ではなく、原子力発電所の再稼働の基

本的手法となっている．  
社会問題から技術まで広範囲な問題に利用さ

れるリスク論の基礎を学んでおくことは，技術者とし

て有用なばかりでなく，自分自身の仕事や人生に

とっても役立つものと期待できる．誰にとってもその 
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一生は，リスクや不確実性と無縁ではない．特に，

これからの社会は，不確実性が高く，大きく変動す

る激動の社会である．AI が人間の雇用を奪う可能
性，格差社会の一層の進展，環境問題の深刻化

などが社会に不安定さをもたらすことが懸念されて

いる．リスク論の基本的事項を身に付けることは，

おそらく個々人の人生にとっても必要であり，重要

なことである． 
 本論では，リスク論の歴史，リスクの定義，リスクを

もたらす不確実性などの基本的事項，リスクの基

本的性質，リスクを低減するための基本的プロセス

（アセスメント，マネジメント，コミュニケーション）の

役割を振り返り，リスクを低減するための制度，責

任問題，さらにリスク論を取り入れることの意義に

ついて考察する． 
議論の主たる対象は，工学分野に限定する．

議論の発散を防ぐために，例題は筆者の専門領

域の地盤工学および自然災害とする．しかし，理

工学のどのような分野であれ，事故あるいは災害

の低減に対して，共通性を見出すことができよう． 
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2 「リスク」の簡潔な歴史 

2.1 海事保険としての発達 
リスクという考え方の起源については諸説ある．

ここでは，文献[1]に従い，その歴史を簡潔に述べ
る． 
最も一般的な説明は，文明の発達とともに発展

した海運業に係わるとされている．技術的に未熟

な船や操船は海難事故の可能性が高い．しかし，

無事であった場合に得られる利益は膨大である．

紀元前 4世紀のアテネの史料で，エーゲ海を航行
する船舶に一種の保険が掛けられていたことがわ

かる． 
現代の保険制度の原型として，13 世紀以降に

イタリアを中心に海事保険が発達した．地中海貿

易から大西洋貿易に移行し，保険の中心地はアム

ステルダム，さらにロンドンに移動した．1688 年に
ロンドンにロイズが設立され，以後海上保険の中

心地となった． 
19 世紀後半から 20 世紀にかけて市場経済と

経済学の理論形成が活発になり，利益や利潤の

分配理論にも大きな関心が払われるようになった． 
 

2.2 科学技術の発達とリスク 
リスク論は「保険」を中心に経済的対処に利用

されてきた．しかし，第 2 次世界大戦後の科学技
術の大競争時代に新たな展開を見せることになる．

科学技術の発達は，武器の発達によりもたらされ

たともいわれている．特に，核技術開発は新しい

問題を提起することとなった．核兵器ばかりでなく，

平和利用目的の原子力発電技術も，従来の工学

技術とは異なり巨大なエネルギー制御を基本とす

るシステムである．一旦制御不能となった場合のハ

ザードは計り知れないものがあり，警戒すべき技術

としてリスク問題を惹起した． 
米国は，1954 年に原子力の商業利用の道を

開いたが，損害規模の予測ができず，保険も成立

しないと考えられたために，産業界は消極的な対

応となった．このため，連邦政府は，事故時の事業

者の賠償額に上限を定め，それ以上は政府が実

質的に事故補償をする趣旨の法律を制定した．こ

れらの過程において，様々なリスクアセスメントが

実施された．その際に，最悪ケースの分析等が実

施され，初めてリスク計算に事故確率計算が加え

られ，確率論的リスク評価が実施された．しかし，

事故確率をどのように行うべきか，その方法論（モ

デル化）について意見は分かれた． 

科学技術の発達が生み出した化学物質も環境

に大きな影響を与えた．著名なレイチェル・カーソ

ンによる「沈黙の春」[2]の出版により，米国では大
規模な環境運動がおこり，農薬の影響や化学工場

の労働者の健康問題が政府の取り締まりの対象と

なった．化学物質については，発がん性が問題と

なった．また，これらの物質が大気や地下水により

拡散して低濃度になりながらも，広域汚染になって

いる事実が示された．また，食物等を介しての体

内濃縮の問題も指摘された． 
これらの問題に直面した環境・保険分野では確

率論的リスク評価に関心を示した．事故発生確率

を暴露確率（例えば，1 年あたりどの程度摂取する
かの評価）に置き換え，それと化学物質の量と発

がん性の関係を評価した．この分野の研究は，リス

ク分析やリスクアセスメント研究を大きく発展させ，

「リスク」という用語が社会的に認知されることとなっ

た． 
環境に係わる問題は，一般市民の生活と健康

に直結する問題であるために，多くの訴訟があっ

た．このため，米国政府は，科学的実証が十分で

ない段階で，企業側に厳しい規制基準を課すこと

となった．この基準に対して，企業側が訴訟を起こ

し，「不十分な根拠に基づく規制」との司法の判断

で敗訴となった．これを契機として，リスクアセスメ

ントによる科学的立証に関心が集中した．これらの

法廷闘争を整理するために，「リスクアセスメント」と

「リスクマネジメント」を概念的に明確に分離し，前

者を科学的知見に基づくプロセス，後者をその他

の要因も考慮する政策決定プロセスと分離するこ

ととした．1980 年代からのリスクアセスメントは，科
学技術的に厳密な検討がなされるようになり，デー

タの質も飛躍的に向上した．しかし，本質的にこの

２つの概念は不可分の関係にあり，後に大きな議

論をもたらすこととなった． 
リスクアセスメントの質と量が充実し，信頼性が

増したことにより，リスクの専門家の一部は，科学

的データのみから政策決定も可能との意見を持つ

ようになった．しかし，この意見は，非科学分野，特

に，社会学系分野の専門家を刺激し反発を買うこ

とになった．その代表的な騒動として，専門家と一

般人のリスク認知のギャップが挙げられ，リスクコミ

ュニケーションの重要性が認知された． 
現代のリスクに関する議論では，科学技術的リ

スクアセスメントばかりでなく，心理学（リスクの認

知），社会学（リスクの拡大，メディアバイアス），文

26 東北学院大学工学部研究報告　第54巻第１号　2020



2 「リスク」の簡潔な歴史 

2.1 海事保険としての発達 
リスクという考え方の起源については諸説ある．

ここでは，文献[1]に従い，その歴史を簡潔に述べ
る． 
最も一般的な説明は，文明の発達とともに発展

した海運業に係わるとされている．技術的に未熟

な船や操船は海難事故の可能性が高い．しかし，

無事であった場合に得られる利益は膨大である．

紀元前 4世紀のアテネの史料で，エーゲ海を航行
する船舶に一種の保険が掛けられていたことがわ

かる． 
現代の保険制度の原型として，13 世紀以降に

イタリアを中心に海事保険が発達した．地中海貿

易から大西洋貿易に移行し，保険の中心地はアム

ステルダム，さらにロンドンに移動した．1688 年に
ロンドンにロイズが設立され，以後海上保険の中

心地となった． 
19 世紀後半から 20 世紀にかけて市場経済と

経済学の理論形成が活発になり，利益や利潤の

分配理論にも大きな関心が払われるようになった． 
 

2.2 科学技術の発達とリスク 
リスク論は「保険」を中心に経済的対処に利用

されてきた．しかし，第 2 次世界大戦後の科学技
術の大競争時代に新たな展開を見せることになる．

科学技術の発達は，武器の発達によりもたらされ

たともいわれている．特に，核技術開発は新しい

問題を提起することとなった．核兵器ばかりでなく，

平和利用目的の原子力発電技術も，従来の工学

技術とは異なり巨大なエネルギー制御を基本とす

るシステムである．一旦制御不能となった場合のハ

ザードは計り知れないものがあり，警戒すべき技術

としてリスク問題を惹起した． 
米国は，1954 年に原子力の商業利用の道を

開いたが，損害規模の予測ができず，保険も成立

しないと考えられたために，産業界は消極的な対

応となった．このため，連邦政府は，事故時の事業

者の賠償額に上限を定め，それ以上は政府が実

質的に事故補償をする趣旨の法律を制定した．こ
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なった．また，これらの物質が大気や地下水により

拡散して低濃度になりながらも，広域汚染になって
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これらの問題に直面した環境・保険分野では確
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に直結する問題であるために，多くの訴訟があっ

た．このため，米国政府は，科学的実証が十分で

ない段階で，企業側に厳しい規制基準を課すこと

となった．この基準に対して，企業側が訴訟を起こ

し，「不十分な根拠に基づく規制」との司法の判断

で敗訴となった．これを契機として，リスクアセスメ

ントによる科学的立証に関心が集中した．これらの

法廷闘争を整理するために，「リスクアセスメント」と

「リスクマネジメント」を概念的に明確に分離し，前

者を科学的知見に基づくプロセス，後者をその他

の要因も考慮する政策決定プロセスと分離するこ

ととした．1980 年代からのリスクアセスメントは，科
学技術的に厳密な検討がなされるようになり，デー

タの質も飛躍的に向上した．しかし，本質的にこの

２つの概念は不可分の関係にあり，後に大きな議

論をもたらすこととなった． 
リスクアセスメントの質と量が充実し，信頼性が

増したことにより，リスクの専門家の一部は，科学

的データのみから政策決定も可能との意見を持つ

ようになった．しかし，この意見は，非科学分野，特

に，社会学系分野の専門家を刺激し反発を買うこ

とになった．その代表的な騒動として，専門家と一

般人のリスク認知のギャップが挙げられ，リスクコミ

ュニケーションの重要性が認知された． 
現代のリスクに関する議論では，科学技術的リ

スクアセスメントばかりでなく，心理学（リスクの認

知），社会学（リスクの拡大，メディアバイアス），文

化理論（価値論や責任論など）の領域も加わわっ

ている．これらのすべてに配慮して，意思決定を行

うことが必要になっている． 
リスク論の発展については，優れた文献[3]があ

る．主に経済学との関連が主体であるが，パスカ

ル，（ヤコブ/ダニエル）・ベルヌーイ，ポアンカレ，
フォン・ノイマンなどの理工系ではおなじみの偉人

達もリスクに興味を示し，数理的取り扱いで大きな

貢献をしていることがわかる． 
 

2.3 自然災害とリスクマネジメント 

 何らかの新製品や新薬の研究・開発，大規模

な宅地開発などを，本論では一括して「事業」と呼

ぶ．これらの事業は，様々な検討がなされ成否の

予測がなされる．しかし，種々の事情により，予測

（期待）から外れて，大きな損失をもたらすことがあ

る． 
 科学技術の発展によりもたらされた化学物質，

自動車，電気機器，工場，巨大プラントなどによる

事故や災害の発生は，システムの不備，操作ミス

など人為的なものであることが多い．これらの人為

的な原因から生じる物的損害や生命の喪失は人

為的災害と呼ばれ，リスク分析の対象となりえる．  
 一方，地震，火山爆発，洪水などによる被害

は，その原因が自然現象である．これらの自然災

害は「天災」と呼ばれ，対抗するすべはないものと

されてきた．これらの天災は人間社会への警鐘とし

て神（あるいは天）の仕業と考えられ，治世者の不

徳とされた．治世者交代の背景となった． 
 文明の発達とともに，自然災害に対してもある

程度対策をとることが可能となった．可能となった

理由は，資本の集積と建設機械の発達を理由に

挙げることができる．対策がある程度可能となった

ため，自然災害に対しても人為的災害と呼ばれる

べき被害が発生していると問題視された． 
 例えば，河川の氾濫に対して大きな堤防を構

築したとする．この堤防により，氾濫のリスクは小さ

くなり，住宅や工場の建設が進められた．大雨が

降り，破堤した場合には，これらの住宅や工場は

大きな被害を受けることになる．このとき，「河川の

計画水位の設定は適切であったか」，「住宅や工

場の建設を認めた行政の責任」，「洪水の危険性

の住民への周知は適切であったか」などの批判や

行政訴訟が出てくる．これらの災害発生や批判に

どのように対処するかもリスク論の対象となる． 

 自然現象である地震や洪水が，人為的構造物

を破壊し，さらに大きな災害をもたらすことがある．

その代表的な事例が，2011 年東北地方太平洋沖
地震の津波による福島第一原子力発電所の被害

と放射能拡散である．その損害額は膨大なもので

あり，現在でもその損失金額は算定できていない． 
 建設段階で想定されたよりもはるかに高い津波

の可能性が国より指摘され，対応策が事業者に求

められた．結果として，この指摘を無視することとな

り大災害となった．想定外の事態に対するシビア

アクシデント（過酷事故）対策としてメルトダウンを

防ぐための外部電源の確保もなされなかった．こ

のために，事業者責任を追及するとして様々な訴

訟がなされ，現在係争中である． 
 原子力発電所の再稼働にあたっては，リスク

論的アプローチにより，より安全なシステム構築と

それに基づく事業を実施する旨の宣言が電気事

業連合会より出されている[4]． 
 危険物質を製造する工場や保管する倉庫で

事故や破壊が起こった場合に，近隣の住民を含

む大きな被害になるケースは世界中で起こってい

る．その原因が自然現象であっても，十分なリスク

アセスメントに基づく対策は不可欠なことと認識さ

れなければいけない．また，科学技術の進歩によ

り，当初段階では想定されなかったリスク要因が生

まれることもある．これらのことに対して，適切に対

処するための方法論も不可欠となっている． 
 効率と経済性を重視した人間社会は，その脆

弱性を増加させている．これを地震や大雨などの

自然現象が鋭く攻撃し，被害を甚大なものにする

可能性は高まっている．      
首都直下型地震では，地震により河川堤防が

崩壊し，海抜ゼロメートル地帯に海水が進入し，さ

らに地下鉄や地下街を襲い，甚大な被害をもたら

す「地震洪水」が心配されている[5]．多くの機関が
当事者・関係者となる連鎖型・複合型災害である

ために，その対策はなかなか進まない． 
 

３．リスクの定義 

3.1 リスクの定義の多様性 

 リスクの概念は，多くの分野にまたがるものであ

るために，その定義も多岐にわたっている．代表的

なリスク論の文献[6]では，「リスク」という用語の一
般的用法として，以下の５つの分類を挙げている． 
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１．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごと 
２．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの原因 
３．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの確率（頻度） 
４．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの統計的期待値 
５．確率がわかっている条件の下で決定がなされ

るという事実 
 
広い領域の問題に含まれるリスクを，共通する

概念で定義しようとすると，どうしても曖昧なものに

なってしまう．例えば，科学技術分野の広範な問

題 を 対 象 と す る 日 本 工 業 規 格 で は ，

JISQ31000[7]では，リスクを以下のように定義し
ている． 

 
リスク＝「目的に対する不確かさの影響（期待さ

れていることから，好ましい方向／又は好ましくな

い方向に乖離すること）」 
 
この定義は，国際的な基準 ISO31000[8]に準

じて改訂されたものであり，広範囲の事象を対象と

したものとなっている． 
以下では，損得の両面をもつ投機的リスクは対

象にせず，事故，崩壊，災害などの事象を対象と

する．このため，本論では，リスクは好ましくない結

果，損失に限定した議論となる． 
これらの中で，科学技術の分野で最も用いられ

ているのは，４．の定義である．リスクを，自然現象

や人間の行為がもたらす負の影響に対して考えた

場合には，考察の対象は被害，損害となる．これら

の被害，損害の大きさをハザードと呼ぶと，リスクは

次の式で定義される． 
 
リスク＝確率×ハザード           (1) 

 
文献によっては，ハザードの部分が，結果

(outcome)などの別の用語が用いられることがある．
この式が意味するところは，次のように表現でき

る． 
  
リスクを適切に把握するためには，被害の大きさ

（ハザード）ばかりでなく，その起こりやすさ（確率）

も同時に考慮することが必要である． 

 
例えば，10 年に一回起こる河川の洪水被害が

平均して 500億円であるとする．一方，500年に 1
回起こる巨大地震の被害が 10 兆円であったとす
る．損失の大きさ（ハザード）という点では，明らか

に甚大な被害をもたらす巨大地震の対策が優先さ

れるべきである．しかし，この２つの被害に対して，

式（1）で計算してみると，小さな河川の洪水は 1年
換算で5０億円であり，巨大地震は，1年換算で２０
億円となり，河川洪水の対策事業の方がリスクは

高いことになる． 
科学技術分野におけるリスク論の利用におい

ては，式(1)が基本となる．しかし，適用された分野
において，最も有用なリスク指標となるために，式

(1)とは異なる表現方法がとられることが多い．例え
ば，自然災害の分野では，次の式で定義されるこ

とが多い． 
 
リスク＝ハザード×脆弱性          (2) 

  
式（2)では，確率はハザードの中に含まれることに
なり（この場合のハザードは被害総額を意味するも

のではなく，それらの期待値をあらわすことになる），

脆弱性という概念が定義式の中に明示されること

になる． 
  このような定義が用いられる理由は，脆弱性を

低下させれば，リスクの低下になるという計算結果

が得られることである．つまり，新しい堤防を造るハ

ード対策を行う，あるいは避難訓練や啓発・教育

活動などのソフト対策を行えば，脆弱性は低下す

る．その結果としてリスクは低減するために，自然

災害に対する脆弱性対策の効果をリスク指標の低

減として陽に表現できることになる． 
さらに，より一般的な自然災害の指標として，次

の式が用いられている[8]． 
 
リスク＝ハザード×暴露×脆弱性      (3) 
 

式（3）では，暴露という要素を独立させている．暴
露は損失を被る可能性がある影響範囲の住民の

数を表現している． 
首都直下地震のリスクを考えたときに，前記の

脆弱性を低減するハード・ソフト対策では不十分で，

暴露を減らすことの重要性を主張する専門家が多

い．すなわち，被害を受けるであろう地域の住民の

移住がリスク低減に不可欠とされる．このような議
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１．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごと 
２．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの原因 
３．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの確率（頻度） 
４．起こるか起こらないかわからないが，望ましくな

いできごとの統計的期待値 
５．確率がわかっている条件の下で決定がなされ

るという事実 
 
広い領域の問題に含まれるリスクを，共通する

概念で定義しようとすると，どうしても曖昧なものに

なってしまう．例えば，科学技術分野の広範な問

題 を 対 象 と す る 日 本 工 業 規 格 で は ，

JISQ31000[7]では，リスクを以下のように定義し
ている． 

 
リスク＝「目的に対する不確かさの影響（期待さ

れていることから，好ましい方向／又は好ましくな

い方向に乖離すること）」 
 
この定義は，国際的な基準 ISO31000[8]に準

じて改訂されたものであり，広範囲の事象を対象と

したものとなっている． 
以下では，損得の両面をもつ投機的リスクは対

象にせず，事故，崩壊，災害などの事象を対象と

する．このため，本論では，リスクは好ましくない結

果，損失に限定した議論となる． 
これらの中で，科学技術の分野で最も用いられ

ているのは，４．の定義である．リスクを，自然現象

や人間の行為がもたらす負の影響に対して考えた

場合には，考察の対象は被害，損害となる．これら

の被害，損害の大きさをハザードと呼ぶと，リスクは

次の式で定義される． 
 
リスク＝確率×ハザード           (1) 

 
文献によっては，ハザードの部分が，結果

(outcome)などの別の用語が用いられることがある．
この式が意味するところは，次のように表現でき

る． 
  
リスクを適切に把握するためには，被害の大きさ

（ハザード）ばかりでなく，その起こりやすさ（確率）

も同時に考慮することが必要である． 

 
例えば，10 年に一回起こる河川の洪水被害が

平均して 500億円であるとする．一方，500年に 1
回起こる巨大地震の被害が 10 兆円であったとす
る．損失の大きさ（ハザード）という点では，明らか

に甚大な被害をもたらす巨大地震の対策が優先さ

れるべきである．しかし，この２つの被害に対して，

式（1）で計算してみると，小さな河川の洪水は 1年
換算で5０億円であり，巨大地震は，1年換算で２０
億円となり，河川洪水の対策事業の方がリスクは

高いことになる． 
科学技術分野におけるリスク論の利用におい

ては，式(1)が基本となる．しかし，適用された分野
において，最も有用なリスク指標となるために，式

(1)とは異なる表現方法がとられることが多い．例え
ば，自然災害の分野では，次の式で定義されるこ

とが多い． 
 
リスク＝ハザード×脆弱性          (2) 

  
式（2)では，確率はハザードの中に含まれることに
なり（この場合のハザードは被害総額を意味するも

のではなく，それらの期待値をあらわすことになる），

脆弱性という概念が定義式の中に明示されること

になる． 
  このような定義が用いられる理由は，脆弱性を

低下させれば，リスクの低下になるという計算結果

が得られることである．つまり，新しい堤防を造るハ

ード対策を行う，あるいは避難訓練や啓発・教育

活動などのソフト対策を行えば，脆弱性は低下す

る．その結果としてリスクは低減するために，自然

災害に対する脆弱性対策の効果をリスク指標の低

減として陽に表現できることになる． 
さらに，より一般的な自然災害の指標として，次

の式が用いられている[8]． 
 
リスク＝ハザード×暴露×脆弱性      (3) 
 

式（3）では，暴露という要素を独立させている．暴
露は損失を被る可能性がある影響範囲の住民の

数を表現している． 
首都直下地震のリスクを考えたときに，前記の

脆弱性を低減するハード・ソフト対策では不十分で，

暴露を減らすことの重要性を主張する専門家が多

い．すなわち，被害を受けるであろう地域の住民の

移住がリスク低減に不可欠とされる．このような議

論を行うためには，リスクの定義に暴露の明示が

有利になる． 
化学物質を取り扱う分野では，式(1)の確率に

相当する部分を暴露と表現し，化学物質を体内に

取り込む可能性を表現するものとなる．汚染源から

の距離や汚染物質の拡散現象などを考慮して決

定される．また，ハザードに相当する部分は化学

物質の被害の程度を表現するものであり，用量

反応関係となる．この関係はマウスなどの小動物

の実験結果に基づき，安全率を見込んで決定され

る． 
規制対象の基準値としては，生涯（70 年間）毎

日２リットルの摂取で 10 万人に 1 人がガンを発症
する量とされる．例えば，多くの化学物質（例えば，

ヒ素やカドミウム）に関しては，0.01mg/ℓ が採用さ
れている． 
以上，いくつかの例を示したように，科学技術

の分野では，式(1)の定義が基本となっていること
が多い．しかし，文献によっては，対象が限定され

ず，リスクの定義が不明確であり，章ごとに定義が

異なっているものもある．よって，リスク関係の文献

を読み解く際には「この本のリスクの定義はどんな

ものか」のチェックが必要となる． 

3.2 不確実性という用語 

次の章では，物質の性質，被害をもたらすメカ

ニズム，人の判断には不確実性があり，これらをリ

スクの原因として議論を進めることになる．注意し

ておきたいのが不確実性という用語の使われ方で

ある．不確実性という用語は，リスクに対比する概

念としても用いられてきたので，以下に説明する． 
リスクに対する学説としては，（1）損害発生可能

性や確率を問題の中心にすえる説と，（2）予測の
困難さや予測とのずれに焦点をおく不確実性説，

これら２つに大別できる． 
リスクと不確実性の区別においては，リスクを

確率と結果の掛け算と考え，確率および結果が既

知とできるときを「リスク」とし，その発生確率が予測

困難なときを「不確実性」としている（ナイト Knight
（1921））．ナイトは，確率を利用すれば，どのよう
な事象でもリスクを評価できるとする当時の風潮に

強い批判を浴びせた．さらに，Stirling(2007)は，
結果（損害）も明確に定義できない場合があること

を示唆し，図 に示すような分類を行っている． 
このような意味での不確実性は，経済分野を中

心に今でも広範に用いられている．不確実性がど

のような意味で用いられているかも注意する必要

がある． 
 繰り返しになるが，本文では，リスクをもたらす原

因が，様々なステップでの不確実性であるとし，リ

スクは不確実性がもたらすとする，より現代的な考

え方を採用している． 
 

4.リスクをもたらすもの：不確実性 
  

4.1 不確実性のイメージ 

不確実性という用語に対してどのようなイメージ

をもてばよいのか，分野によって大きく異なるようで

ある．本論での不確実性の定義は，以下のように

想定する． 
 
不確実性＝（実際の状況あるいは数値）

ー（想定した状況あるいは数値）

 
設計では，安全性を評価する指標を計算するた

めに，必要となる物性（質量，強度など）やモデル

（計算方法），初期条件/境界条件を想定する．そ
の想定した状況や数値は，実際の状況や数値と

は異なるのが普通である．その差が大きい状態を

「不確実性が高い」と表現することになる． 
差として定義する必然性はなく，問題によっては，

比として定義したほうが便利なことはある．その分

野特有の問題，発展の歴史で不確実性の定義は

異なることは不思議ではない．後に述べる安全率

は比の形式の安全性に係わる指標である．本論の

目的は，リスク論全体を俯瞰することにあり，具体

的な方法論には触れないので，式（4）のイメージ
で読み進めていただきたい．分野ごとに，不確実

性の定義，意味するところが大きく異なるであろうこ

とは容易に想像できる． 

 
図 1 リスク・不確実性・無知の定義 
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4.2 不確実性の重要性： 一般的リスク論の

視点から 

以下，緒方[10]に従い，不確実性の重要性を
説明する．   
様々なリスクが，対象とする事象に関する様々

な不確実性に起因するという事実を，数式を用い

て形式的に表現すれば，次式のようになる． 
 

1 2 3( , , , , )i i nr f    =            （4） 
 
ここに， irは，対象とする問題における幾つか

のリスク指標を表現し， ( 1,2, , )i i n = はリスクを

計算するために必要となるパラメータを表現し， if
は計算式を意味している．リスク論では，計算式に

相当する部分をモデルと呼んでいる．これらのパラ

メータとモデルの決定に不確実性が含まれている

ために，様々なリスクが発生するという考え方にな

る．式（4）に，どのような定義式を用いようとも，パラ
メータとモデルの両者に不確実性は含まれている．

対象とする事象の解釈に，よいモデル，よいパラメ

ータが選択されれば，不確実性は小さくなる． 
 例えば，土木分野における地盤災害の代表的事

例である斜面崩壊を考える．斜面の安定性の評価

は，一般的には，すべり線を仮定する古典的極限

つりあい解析が用いられ，簡易分割法を用いた場

合の安全率 sF は次式で与えられる[11]． 
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i i
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=

+ −
=
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
   （5） 

式（5）の詳しい説明は省略する．この式で得られ
た安全率 sF と呼ばれる数値をもとに，対象とする

斜面の安定性を判断することになる． 
これまで多くの工学分野では，安全率により不

確実性への対処がなされてきたと言える．対象と

する構造物に内在する不確実性が高いほど，重

要度が高いほど，崩壊したときの社会的影響が高

いほど，安全率は高く設定された．例えば，自然

斜面の安全率は一般に 1.2 程度であるが，崩壊し
た際には甚大な被害を与えるアースダムの安全率

は 3.0を標準としている． 
  重要度と影響力が高くても，高い安全率を

確保することができない航空機などは，モニタリン

グとメインテナンス，部品交換に厳しい基準を設け

ることにより，安全性を確保してきた．すなわち，不

確実性に対処してきた． 
式（5）で定義された安全率は，多くの仮定に基

づいて導入されたものである．厳密に設定された

力学的問題を解いたものではなく，力のつり合い

のみを考えた便宜的な計算式である．すなわち，

安全率を与えるモデルに，本質的な不確実性が

含まれていることになる．さらに，式（5）の中に含ま
れるパラメータ（土の重量，水圧，土の強さを表現

する粘着力ｃ，内部摩擦角φ）もその正しい値を入

力することは難しい．特に，強度定数であるｃとφ

を適切に定めるためには，かなりの知識と経験が

必要となる．排水条件，圧密条件，異方性，サンプ

リングの際の土試料の乱れなどを勘案して決まる

のが，強度定数である．様々な不確実性の処理を

を強度定数の決定に押し付けたものとなっている． 
多くの不確実性を含みながらも，式（5）による

斜面の安全性の検討がいまだに主流の計算方法

（モデル）となっている．これを正当化するのは，過

去の経験である．崩壊事例等を参考にしながら，

特に強度定数の決定方法については，膨大な知

識と経験が蓄えられ，斜面の置かれた状況に最も

適切な選択方法がいわば「経験知」として整理さ

れている．この経験知が式（5）の有用性を担保し
ていることになる．これらの経験知に配慮しない強

度定数ｃとφによる安全率の計算が全く意味のな

いものになることは容易に理解できる． 
地盤に係わる意思決定は，調査，設計，施工，

管理のすべての段階で行われるが，いずれも大き

な不確実性を有している．このために，地盤の問

題に関する事前予測の精度は，ほかの材料（例え

ば，鋼材，コンクリート）を用いる構造物に対する予

測精度と比較して，不確実なものとなる． 
予測精度の不確かさは不可避のこととして，観

測工法が提案され，大事な土構造物については，

施工と同時に，変位や水圧に関する測定がなされ，

その観測値を情報として取り入れ，施工中の土構

造物の安定性を評価し，崩壊の傾向がある場合に

は，工事の中断，安定化処理，工法変更などが行

われてきた． 
地盤分野の技術者は，対象とする地質や地盤

が大きな不確実性を含むという事実は十分に認識

している．しかし，工事中の土構造物や斜面の崩

壊の原因を地盤材料が有している物質的なバラツ

キ（不均質性，弱面の存在）によるものとして，技術
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4.2 不確実性の重要性： 一般的リスク論の

視点から 

以下，緒方[10]に従い，不確実性の重要性を
説明する．   
様々なリスクが，対象とする事象に関する様々

な不確実性に起因するという事実を，数式を用い

て形式的に表現すれば，次式のようになる． 
 

1 2 3( , , , , )i i nr f    =            （4） 
 
ここに， irは，対象とする問題における幾つか

のリスク指標を表現し， ( 1,2, , )i i n = はリスクを

計算するために必要となるパラメータを表現し， if
は計算式を意味している．リスク論では，計算式に

相当する部分をモデルと呼んでいる．これらのパラ

メータとモデルの決定に不確実性が含まれている

ために，様々なリスクが発生するという考え方にな

る．式（4）に，どのような定義式を用いようとも，パラ
メータとモデルの両者に不確実性は含まれている．

対象とする事象の解釈に，よいモデル，よいパラメ

ータが選択されれば，不確実性は小さくなる． 
 例えば，土木分野における地盤災害の代表的事

例である斜面崩壊を考える．斜面の安定性の評価

は，一般的には，すべり線を仮定する古典的極限

つりあい解析が用いられ，簡易分割法を用いた場

合の安全率 sF は次式で与えられる[11]． 
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式（5）の詳しい説明は省略する．この式で得られ
た安全率 sF と呼ばれる数値をもとに，対象とする

斜面の安定性を判断することになる． 
これまで多くの工学分野では，安全率により不

確実性への対処がなされてきたと言える．対象と

する構造物に内在する不確実性が高いほど，重

要度が高いほど，崩壊したときの社会的影響が高

いほど，安全率は高く設定された．例えば，自然

斜面の安全率は一般に 1.2 程度であるが，崩壊し
た際には甚大な被害を与えるアースダムの安全率

は 3.0を標準としている． 
  重要度と影響力が高くても，高い安全率を

確保することができない航空機などは，モニタリン

グとメインテナンス，部品交換に厳しい基準を設け

ることにより，安全性を確保してきた．すなわち，不

確実性に対処してきた． 
式（5）で定義された安全率は，多くの仮定に基

づいて導入されたものである．厳密に設定された

力学的問題を解いたものではなく，力のつり合い

のみを考えた便宜的な計算式である．すなわち，

安全率を与えるモデルに，本質的な不確実性が

含まれていることになる．さらに，式（5）の中に含ま
れるパラメータ（土の重量，水圧，土の強さを表現

する粘着力ｃ，内部摩擦角φ）もその正しい値を入

力することは難しい．特に，強度定数であるｃとφ

を適切に定めるためには，かなりの知識と経験が

必要となる．排水条件，圧密条件，異方性，サンプ

リングの際の土試料の乱れなどを勘案して決まる

のが，強度定数である．様々な不確実性の処理を

を強度定数の決定に押し付けたものとなっている． 
多くの不確実性を含みながらも，式（5）による

斜面の安全性の検討がいまだに主流の計算方法

（モデル）となっている．これを正当化するのは，過

去の経験である．崩壊事例等を参考にしながら，

特に強度定数の決定方法については，膨大な知

識と経験が蓄えられ，斜面の置かれた状況に最も

適切な選択方法がいわば「経験知」として整理さ

れている．この経験知が式（5）の有用性を担保し
ていることになる．これらの経験知に配慮しない強

度定数ｃとφによる安全率の計算が全く意味のな

いものになることは容易に理解できる． 
地盤に係わる意思決定は，調査，設計，施工，

管理のすべての段階で行われるが，いずれも大き

な不確実性を有している．このために，地盤の問

題に関する事前予測の精度は，ほかの材料（例え

ば，鋼材，コンクリート）を用いる構造物に対する予

測精度と比較して，不確実なものとなる． 
予測精度の不確かさは不可避のこととして，観

測工法が提案され，大事な土構造物については，

施工と同時に，変位や水圧に関する測定がなされ，

その観測値を情報として取り入れ，施工中の土構

造物の安定性を評価し，崩壊の傾向がある場合に

は，工事の中断，安定化処理，工法変更などが行

われてきた． 
地盤分野の技術者は，対象とする地質や地盤

が大きな不確実性を含むという事実は十分に認識

している．しかし，工事中の土構造物や斜面の崩

壊の原因を地盤材料が有している物質的なバラツ

キ（不均質性，弱面の存在）によるものとして，技術

的な知識・技術者間の情報共有・必要な技術的検

討の不足，については，不問に帰すという傾向が

みられることは否定できない． 
一般的なリスク論では，対象材料（モノ）の変動

性は，不確実性の一部に過ぎず，多くのリスクにか

かわる不確実性は，むしろ知的不確実性（次節で

詳細に紹介する）が卓越するとされている． 

4.3 不確実性の定義とその分類 

 文献[3]に基づいて，リスク論の最近の発展を整
理する． 

Walker et al.はリスクの多次元モデルを考え
た．「リスクは不確実性によるもの」として，不

確実性について，次の事項を明らかにすることの

必要性・有用性を議論した． 
 

・不確実性がどこに存在するか 

・不確実性のレベル

・不確実性の本質的性質

 
なお，リスクの原因を不確実性に求める考え方

が，今後の一般リスク論では主流になろうとしてお

り，ISO31000でも採用されている． 
 

（１）不確実性の存在場所 
不確実性は，文脈（シナリオ），モデル，入力・

出力，パラメータ，最終結果のあらゆる段階に存在

するとしている．わかりにくいのは，文脈（シナリオ）

という概念である．これは，問題を設定する際の基

本的な認識や基本的な仮定における不確実性と

考えることができる． 
地盤工学の問題で考えれば，ある事業を行う

際に，①どんな現象がリスクを伴うか，②その現象

が起こった時に，被害が拡散し社会問題となるリス

クがあるかどうか，といった事業を考える際の最初

に考えるべき不確実性である．この段階の不確実

性を適切に処理しないと，事業進行時/後に大きな
問題を起こす可能性が高くなる． 

 
（２）不確実性のレベル 
不確実性のレベルについては，6 段階の区分（①
秩序，②統計的，③不確実性，④シナリオ不確実

性，⑤認識レベルの不確実性，⑥完全なる無知 

を提案している．しかし，区分の境界は明確とは言

えない．また，存在場所とレベルの区別も明確で

はない． 
 
（３）不確実性の本性と分類：モノとヒト 
 Van Asselet and Rotmans(2002)は，不確実
性の原因を大きく 2つに分類している． 
 
①知的不確実性

②自然な不確実性あるいは自然の多様性に基

づく不確実性

 
 知的不確実性は知識の欠如に起因する不確実

性とされる．観察結果や計測の不備，証拠の不正

確さと不一致などが，その例として挙げられる． 
 自然な不確実性については，人の行動の多様

性，価値観の多様性，自然の本質的なランダム性

に基づくものが例として挙げられている．この分類

は，多くのリスク事象を対象として抽象的に分類し

たものであり，境界も不明確であり，利用しにくい． 
 本研究では，不確実性の主な原因として，緒方

[9]を参考にする．緒方によれば，不確実性の主な
原因は，変動性と知識によるものとして分類できる．

変動性と知識の不確実性は，図 のようなさらな

 
図 2 モノとヒトが有する不確実性 
 

 
図 3 地盤事業におけるモノとヒトの不確実性 
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る分類が可能となる．図 には，工学的問題に適

用しようとしたときの代表的な対応関係も併せて示

している． 
 知識の欠如により不確実性が生まれることを強く

認識することは大事である． 
初歩的なミスを取り上げる．ボーリングで採取さ

れた土試料サンプルは，採取時の乱れによりその

表面は滑らかになり，粘土のように見える．このた

め，この表面部分は削り取って，サンプルを目視

することが必要とされている．実際には「砂」である

こともまれではない．この基本的プロセスの知識が

欠けていると，土の分類として「粘土」として報告書

に記載することになる．適切なチェックを受けること

なく，うっかりとそのまま施工段階を迎えてしまうと，

現場において用意した施工機械が役立たずとなり

大きな経済的損失をもたらすことになる． 
現場から得られた土試料に関する実験結果か

ら強度定数ｃとφを，何らの考慮なく，安定解析に

適用するのも知識不足といえる． 
 技術者の知識・経験不足による判断ミスは不確

実性を大きくし，事業リスクを高めることになる．こ

の問題を看過することなく，しっかりと対策を講じる

必要がある． 
以下では，物質のバラツキによる不確実性を，

モノの不確実性，技術者以外の人を含む事業に

携わるすべての人の知的不確実性をヒトの不確

実性と表現することにする．モノ，ヒトのようにカタカ

ナ文字で表すことに必然性はないが，より客観的

なイメージを与えるために，ここでは利用している． 
  
 図 は，地盤工学の事業リスクを対象に，モノの

不確実性とヒトの不確実性のどちらが支配的にな

るかを試行的に検討したものである．検討の詳細

は省くが，多くの段階で赤い太枠で示しているヒト

の不確実性の方が事業全体のリスクにより大きな

影響を与える可能性を指摘することができる． 
 
（４）不確実性のレベルの設定の有用性 
 不確実性のレベルを考えることの重要性が，特

に社会現象を対象とする分野で指摘されている．

文献[3]の第 2 章 不確実性のレベルを参考にし

て，地盤工学分野の不確実性のレベルの設定を

試みる．ここで取り扱っている不確実性は，主に

4.2における不確実性の区分においては，ヒトの不
確実性に相当している．変動性に関する分類は，

以下の議論では，主にパラメータの不確実性の中

に含まれることになる． 
不確実性のレベルを設定する目的は，不確実性

の本質を理解して適切に対処するということである．

すべての不確実性について，その本性を適切に

区分することなく，同じように取り扱ったのでは，混

乱するばかりである．このことより，適切なレベル設

定は有用である． 
文献[3]の第 2章では，5段階の不確実性のレベ
ルを設定している．その 5 段階は次のとおりであ
る． 

 
レベル１：結果に対する不確実性 

レベル２：パラメータの不確実性 

レベル３：モデルの不確実性 

レベル４：問題認識の不確実性 

レベル５：未知の問題の不確実性 
 
レベル１は，結果のみを対象に，その不確実性

を取り扱うものである．どのような結果であれ，多く

の不確実性に対して，様々な仮定を設けて，なん

らかのモデル化を行って得られたものである．しか

し，レベル１では，結果を導いた各ステップでの

不確実性を詳細に検討することなく，得られた結

果，例えば，「あるがんにかかった時の 5年後の死
亡率が２０％」という結果の２０％の不確実性が問

題となる．一般的には，かなりの頻度でこのレベル

１の不確実性が問題となる． 
以下の説明は，地盤工学を例としている．他分

野の方は自分の問題を題材に適宜読み替えてい

ただきたい． 
レベル２では，リスクを算定するモデル（計算手

法）は確立されたものとして，そのモデルの基本変

数であるパラメータの不確実性が問題となる．例え

ば，前に述べた斜面の安全率を求める式の右辺

の強度定数がもつ不確実性が問題となる．パラメ

ータを決定するためのデータ（ボーリング，サンプリ

ング，室内試験，原位置試験）の数量とその質も不

確実性の対象となる． 
レベル３では，リスクを算定するモデルをどのよ

うに選択すべきかが不確実性ととらえられる．例え

ば，斜面安定の計算手法（簡易分割法からより厳

密な手法まで様々ある）をどのように決定すべきか

も不確実性の原因ととらえる．また，通常 2 次元問
題として斜面安定解析は実施されるが，3 次元の
斜面安定解析が必要ではないか．古典的な解析
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る分類が可能となる．図 には，工学的問題に適

用しようとしたときの代表的な対応関係も併せて示

している． 
 知識の欠如により不確実性が生まれることを強く

認識することは大事である． 
初歩的なミスを取り上げる．ボーリングで採取さ

れた土試料サンプルは，採取時の乱れによりその

表面は滑らかになり，粘土のように見える．このた

め，この表面部分は削り取って，サンプルを目視

することが必要とされている．実際には「砂」である

こともまれではない．この基本的プロセスの知識が

欠けていると，土の分類として「粘土」として報告書

に記載することになる．適切なチェックを受けること

なく，うっかりとそのまま施工段階を迎えてしまうと，

現場において用意した施工機械が役立たずとなり

大きな経済的損失をもたらすことになる． 
現場から得られた土試料に関する実験結果か

ら強度定数ｃとφを，何らの考慮なく，安定解析に

適用するのも知識不足といえる． 
 技術者の知識・経験不足による判断ミスは不確

実性を大きくし，事業リスクを高めることになる．こ

の問題を看過することなく，しっかりと対策を講じる

必要がある． 
以下では，物質のバラツキによる不確実性を，

モノの不確実性，技術者以外の人を含む事業に

携わるすべての人の知的不確実性をヒトの不確

実性と表現することにする．モノ，ヒトのようにカタカ

ナ文字で表すことに必然性はないが，より客観的

なイメージを与えるために，ここでは利用している． 
  
 図 は，地盤工学の事業リスクを対象に，モノの

不確実性とヒトの不確実性のどちらが支配的にな

るかを試行的に検討したものである．検討の詳細

は省くが，多くの段階で赤い太枠で示しているヒト

の不確実性の方が事業全体のリスクにより大きな

影響を与える可能性を指摘することができる． 
 
（４）不確実性のレベルの設定の有用性 
 不確実性のレベルを考えることの重要性が，特

に社会現象を対象とする分野で指摘されている．

文献[3]の第 2 章 不確実性のレベルを参考にし

て，地盤工学分野の不確実性のレベルの設定を

試みる．ここで取り扱っている不確実性は，主に

4.2における不確実性の区分においては，ヒトの不
確実性に相当している．変動性に関する分類は，

以下の議論では，主にパラメータの不確実性の中

に含まれることになる． 
不確実性のレベルを設定する目的は，不確実性

の本質を理解して適切に対処するということである．

すべての不確実性について，その本性を適切に

区分することなく，同じように取り扱ったのでは，混

乱するばかりである．このことより，適切なレベル設

定は有用である． 
文献[3]の第 2章では，5段階の不確実性のレベ
ルを設定している．その 5 段階は次のとおりであ
る． 

 
レベル１：結果に対する不確実性 

レベル２：パラメータの不確実性 

レベル３：モデルの不確実性 

レベル４：問題認識の不確実性 

レベル５：未知の問題の不確実性 
 
レベル１は，結果のみを対象に，その不確実性

を取り扱うものである．どのような結果であれ，多く

の不確実性に対して，様々な仮定を設けて，なん

らかのモデル化を行って得られたものである．しか

し，レベル１では，結果を導いた各ステップでの

不確実性を詳細に検討することなく，得られた結

果，例えば，「あるがんにかかった時の 5年後の死
亡率が２０％」という結果の２０％の不確実性が問

題となる．一般的には，かなりの頻度でこのレベル

１の不確実性が問題となる． 
以下の説明は，地盤工学を例としている．他分

野の方は自分の問題を題材に適宜読み替えてい

ただきたい． 
レベル２では，リスクを算定するモデル（計算手

法）は確立されたものとして，そのモデルの基本変

数であるパラメータの不確実性が問題となる．例え

ば，前に述べた斜面の安全率を求める式の右辺

の強度定数がもつ不確実性が問題となる．パラメ

ータを決定するためのデータ（ボーリング，サンプリ

ング，室内試験，原位置試験）の数量とその質も不

確実性の対象となる． 
レベル３では，リスクを算定するモデルをどのよ

うに選択すべきかが不確実性ととらえられる．例え

ば，斜面安定の計算手法（簡易分割法からより厳

密な手法まで様々ある）をどのように決定すべきか

も不確実性の原因ととらえる．また，通常 2 次元問
題として斜面安定解析は実施されるが，3 次元の
斜面安定解析が必要ではないか．古典的な解析

手法ではなく，数値解析手法の一つである有限要

素法を基本とするモデル化が必要ではないか．こ

れらの解析モデルの適切な設定も不確実性と意

識される． 
リスクの評価に用いるどんなモデルも実際の状況

とその挙動を簡略化したものに過ぎない．また，そ

のモデルの適用性の限界も存在する．どのモデル

が最適であるかについては，専門家の間でも見解

が異なることがありえる． 
レベル４の問題認識の不確実性では，どのよう

にモデル化すべきか（どんな問題として設定すべ

きか）も不確実性の議論の対象となる．ある問題に

対して，あるモデル化を行ってリスク評価を行うとき

に，次のことが不確実性の原因として詳細な検討

が必要となる． 
 
①現時点で，よくわからない現象が十分な根

拠がないのに無視されていないか

②モデル化で無視した現象が，対象とする問

題全体のリスクに影響を与えないか 
 
このレベル４の問題の不確実性が適切に処理

されない場合は，大きなリスクにつながる恐れがあ

る．レベル４の代表的事例は，地球温暖化に係わ

る問題とされている． 
例えば，新関西国際空港の大規模な埋め立て

の際に，洪積粘土層は沈下しないとする前提で，

空港建設後の沈下予測が，沖積粘土層のみに対

してなされた．しかし，実際には，大きな自重が作

用したために，洪積粘土層も沈下をもたらし，当初

予測値よりも，許容範囲を超える大きな沈下が生じ

問題となった．洪積粘土層の沈下は，それまでの

経験からは無視できるという常識も不確実性の対

象とすべきであった． 
地質・地盤の問題で，科学技術の問題としてレ

ベル５の未知の問題における不確実性が生じるこ

とは考えにくい．しかし，本論では，リスク論全体と

の整合性を考慮して，レベル５も設定することに

する． 
以上の，一般的リスク論のレベル１～レベル５の

不確実性に合致するように，地盤工学分野の問題

に対する対応表を，図 に示す．これは，あくまで

も試行的なものであり，今後の研究の進展により，

修正されていくべきものである． 
 これらのレベル１～５は，対象とする問題に対

して固定的なものではなく，知識や経験の集積とと

もに，より低いレベルへ移動し，かつ不確実性を低

下させ，リスクを低下させることができる． 
例えば，工学における事故の代表的事例として，

ジェット機コメット号の墜落が挙げられる．当初は

事故の原因が不明であったが，事故調査，事故後

の研究の進展とともに，「疲労破壊」の問題として

理解することができた．この問題については，レベ

ル４から，レベル３あるいはレベル２の不確実性に

移動したことになる． 
科学技術分野の幾つかの事故を工学倫理の観

点から議論した本[12]の中でコメット号の事故は紹
介されている．ほかに，スリーマイル島の事故，イ

ンド・ポパールで起きた化学工場の重大事故も記

載されている．このような重大事故もリスクマネジメ

ントの中のリスクコントロール（対応）の観点からも

議論できよう 

4.4 ヒトの不確実性をもたらすもの 

モノの不確実性すなわち自然の変動性は，理

工系に属する技術者にとっては，なじみのあるもの

で理解しやすい．しかもモノの不確実性は，確率

論的あるいは統計学的に取り扱いやすいために，

ほぼ確立した手法があり，容易にパラメータの適切

な処理，モデルへの組み込みがなされる[13]． 
ヒトの不確実性には２つの原因がある．１つ目は

知的不確実性であり，２つ目は人間の判断に係わ

るものである． 
ヒトの不確実性をもたらす原因の一つは知識不

足，経験不足である．ある仕事をするのに必要とさ

れる知識がなく，さらに類似の仕事に携わった経

験が薄いとなれば，ヒトの不確実性は大きくなり，リ

スクも大きくなる．この知識・経験の不足を原因とす

るリスクの増大はこれまでも強く認識され，教育，研

修，講習などを通して，スキルアップが試みられて

きた． 

 
図 4 地質地盤事業の不確実性のレベル 
⇒一般的なレベル設定[6]にならって，地質地盤事業の
レベル分けを試行的に行った 
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人の不確実性のもう一つの原因はヒトの意思

決定（あるいは判断）の不確実性である．この問

題は，心理学，行動経済学など文系分野で多く発

展してきたので，科学技術の関係者にはなじみが

なく理解しにくい．以下に，ヒトの意思決定に影響

を及ぼす事項について簡潔に説明する．詳しくは，

文献[ 14,15,16,17]を参考にしていただきたい． 
何らかの意思決定をする際に，人は合理的判

断を行うことは少ない．合理的判断を行うためには，

必要となる知識の取得，データの精査など多くの

時間と知識量が必要となり，よほどのモチベーショ

ンがなければ，このような合理的判断を行わない．

代わりに，過去の経験や周辺環境（他者の意見，

マスコミの論調）などにより，より直観的な判断を行

っていることが多い．後者はヒューリスティックアプ

ローチ（近道思考）と呼ばれ，多くの場合，後者の

方法で判断を行っている． 
人間の判断の多くが不合理なものであることは，

特に行動経済学の分野で研究されている．得られ

たもののベネフィットよりも失ったもののコストの方

が重く感じられるとするプロスペクト理論[16]はそ
の代表例である． 
身近な例では，追認性バイアスが大きな不確実

性そして失敗をもたらすことがある．追認性バイア

スとは，いったん自分の判断が決まると，自分の判

断に反する現象を軽く見て，自分の判断に有利な

ものばかりをデータとして採用するというバイアスで

ある． 
例えば，法面（斜面）を安全にするための施工を

専門とする技術者の述懐であるが，「一度，自分で

この法面は大丈夫と判断すると，湧水も，色調の

変化もなんらかの兆候と思うことができずに，大き

なすべり崩壊をもたらしてしまったことがある」と言

っていた．これは追認性バイアスにとらわれてしま

ったという事例であろう． 
成功体験によるバイアスも怖い．最も著名な例

は，戦艦大和と武蔵の建造であったといわれてい

る．戦術として，飛行機が主たる役割を果たす時

代に，日ロ戦争の勝利の成功体験により，巨大戦

艦の建造にこだわり，判断ミスを犯した，と言われ

ている．当然に戦艦建造に対して否定的な立場を

取り，空母優先にすべきという意見もあったが，ほ

とんど議論されることはなかった． 
多くの会社の事業でも過去の成功体験を重視し，

周辺の社会環境が変化しているという事実を軽視

し，同様の事業展開を行い失敗に終わったという

事例は数多い． 
個人レベルでも，過去に成功した方法で同様に

行ってみたが，今度は失敗したということは数多く

ある．当然に考慮すべき周辺環境の変化を感知で

きず，軽視した結果として失敗したことになる． 
様々なバイアスを是正して，適切な判断を下す

のは容易ではない．このようなバイアスは，人間が

小さな集落の中で賢くかつ円滑に生き抜くために，

長い時間をかけて身に付けたものなのである．こ

のため，自分自身のバイアスの存在はほとんど意

識できないので，簡単には是正できない． 
このようなバイアスによる人の判断ミスを防ぐ方

法として，最も有効なものは，他者の意見を求め，

その意見に耳を傾けて，自分のバイアスを適切に

処理することである．特に，地位が上のものほど，

他者の意見を聞き取る努力をすることが必要であ

るとされている．広義のリスクマネジメント（6章参照）
では，関係者のミーティングの繰り返し，非公式の

オフサイトミーティングの利用，リスクコミュニケーシ

ョンの重要性を強調し，この判断ミスを低減するこ

とがシステムに内包されている． 

５．リスクの常識 
様々なリスクを考える上で基本となる常識の幾

つかを紹介しておく．これらは事業リスクばかりでな

く，一般的な生活や人間関係でも基本となる常識

であろう． 

5.1 リスクゼロでは生活できない 

「リスクはあるんですね．ゼロにできないのなら，

その薬品（農薬）の使用は止めるべきです」という

意見が聞かれる場合がある．リスクをゼロにすべき

という前提では，現代の生活は成り立たない． 
どのような問題であれ，リスクを低減する（安全

性を高める）行為は，現在のリスクがかなり低い状

態をさらに下げる場合には膨大な経費がかかる．

例えば，日本の水道の品質を向上させる経費は，

低開発国のそれと比較して，はるかに大きな経費

が必要である． 
リスクのとらえ方（認知）には一貫性がない．いく

つかの例を挙げる．例えば，食品関係の問題とし

て賞味期限の切れた食品が販売されたときに，報

道のありようによっては，大きな問題となる．賞味期

限は，食品の安全性に係わるものではなく，味の

保証であり，しかも賞味期限はかなりの安全率を見

ているので，ほとんどの場合，実生活ではリスクは
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人の不確実性のもう一つの原因はヒトの意思

決定（あるいは判断）の不確実性である．この問

題は，心理学，行動経済学など文系分野で多く発

展してきたので，科学技術の関係者にはなじみが

なく理解しにくい．以下に，ヒトの意思決定に影響

を及ぼす事項について簡潔に説明する．詳しくは，

文献[ 14,15,16,17]を参考にしていただきたい． 
何らかの意思決定をする際に，人は合理的判

断を行うことは少ない．合理的判断を行うためには，

必要となる知識の取得，データの精査など多くの

時間と知識量が必要となり，よほどのモチベーショ

ンがなければ，このような合理的判断を行わない．

代わりに，過去の経験や周辺環境（他者の意見，

マスコミの論調）などにより，より直観的な判断を行

っていることが多い．後者はヒューリスティックアプ

ローチ（近道思考）と呼ばれ，多くの場合，後者の

方法で判断を行っている． 
人間の判断の多くが不合理なものであることは，

特に行動経済学の分野で研究されている．得られ

たもののベネフィットよりも失ったもののコストの方

が重く感じられるとするプロスペクト理論[16]はそ
の代表例である． 
身近な例では，追認性バイアスが大きな不確実

性そして失敗をもたらすことがある．追認性バイア

スとは，いったん自分の判断が決まると，自分の判

断に反する現象を軽く見て，自分の判断に有利な

ものばかりをデータとして採用するというバイアスで

ある． 
例えば，法面（斜面）を安全にするための施工を

専門とする技術者の述懐であるが，「一度，自分で

この法面は大丈夫と判断すると，湧水も，色調の

変化もなんらかの兆候と思うことができずに，大き

なすべり崩壊をもたらしてしまったことがある」と言

っていた．これは追認性バイアスにとらわれてしま

ったという事例であろう． 
成功体験によるバイアスも怖い．最も著名な例

は，戦艦大和と武蔵の建造であったといわれてい

る．戦術として，飛行機が主たる役割を果たす時

代に，日ロ戦争の勝利の成功体験により，巨大戦

艦の建造にこだわり，判断ミスを犯した，と言われ

ている．当然に戦艦建造に対して否定的な立場を

取り，空母優先にすべきという意見もあったが，ほ

とんど議論されることはなかった． 
多くの会社の事業でも過去の成功体験を重視し，

周辺の社会環境が変化しているという事実を軽視

し，同様の事業展開を行い失敗に終わったという

事例は数多い． 
個人レベルでも，過去に成功した方法で同様に

行ってみたが，今度は失敗したということは数多く

ある．当然に考慮すべき周辺環境の変化を感知で

きず，軽視した結果として失敗したことになる． 
様々なバイアスを是正して，適切な判断を下す

のは容易ではない．このようなバイアスは，人間が

小さな集落の中で賢くかつ円滑に生き抜くために，

長い時間をかけて身に付けたものなのである．こ

のため，自分自身のバイアスの存在はほとんど意

識できないので，簡単には是正できない． 
このようなバイアスによる人の判断ミスを防ぐ方

法として，最も有効なものは，他者の意見を求め，

その意見に耳を傾けて，自分のバイアスを適切に

処理することである．特に，地位が上のものほど，

他者の意見を聞き取る努力をすることが必要であ

るとされている．広義のリスクマネジメント（6章参照）
では，関係者のミーティングの繰り返し，非公式の

オフサイトミーティングの利用，リスクコミュニケーシ

ョンの重要性を強調し，この判断ミスを低減するこ

とがシステムに内包されている． 

５．リスクの常識 
様々なリスクを考える上で基本となる常識の幾

つかを紹介しておく．これらは事業リスクばかりでな

く，一般的な生活や人間関係でも基本となる常識

であろう． 

5.1 リスクゼロでは生活できない 

「リスクはあるんですね．ゼロにできないのなら，

その薬品（農薬）の使用は止めるべきです」という

意見が聞かれる場合がある．リスクをゼロにすべき

という前提では，現代の生活は成り立たない． 
どのような問題であれ，リスクを低減する（安全

性を高める）行為は，現在のリスクがかなり低い状

態をさらに下げる場合には膨大な経費がかかる．

例えば，日本の水道の品質を向上させる経費は，

低開発国のそれと比較して，はるかに大きな経費

が必要である． 
リスクのとらえ方（認知）には一貫性がない．いく

つかの例を挙げる．例えば，食品関係の問題とし

て賞味期限の切れた食品が販売されたときに，報

道のありようによっては，大きな問題となる．賞味期

限は，食品の安全性に係わるものではなく，味の

保証であり，しかも賞味期限はかなりの安全率を見

ているので，ほとんどの場合，実生活ではリスクは

ほぼゼロである．利用者の健康リスクはもたらさな

いが，会社の倒産に至るかもしれない社会問題に

なりえる．客観的にリスクが無視できる程度であっ

ても，表示誤記，社会通念に反する行為など道義

的責任がある場合には，大きな問題となるえる． 
多くの料理に使われているジャガイモは，芽に

強い毒性をもっていることはよく知られている．現

代においても，低開発国で多くの死者を出してい

る．現代の食品の安全基準を適用すれば，ジャガ

イモは食品としては絶対に許可されない毒性のレ

ベルとされる．しかし，ジャガイモの利用禁止を求

める運動は見られない．一般の人に毒性は認識さ

れているが社会的に許容され，広範に食されてい

るからである． 
客観的にみると，社会的に問題となった化学物

質，薬品，食品がもたらすであろう被害よりも，日常

生活でのリスクの方が高い．例えば，たばこ，お酒，

人間関係のストレス，サプリメント，健康食品などの

健康リスクの方が高いことが知られている． 
生活レベルが高くなるにつれて，リスクゼロの要

求は多くなっている．しかし，より健康になろうと努

力して購入する「もの」の方が，多くの場合にはリス

クを高めているという事実に冷静に対処したい． 

5.2 リスクのトレードオフ 

トレードオフとは，「あちらをたてれば，こちらが

たたず」ということである．問題の一つを解決しよう

とすると，別の問題が発生するということである． 
代表的な例として紹介されるのは，DDT の廃棄

の問題である．ハエ，ダニなどの害虫の殺虫剤とし

て利用された DDT の中にはダイオキシンが含ま

れていた．ベトナム戦争の際に，ダイオキシンを含

む枯葉剤が米軍により使用され，その結果として，

異常な胎児が産まれたとされている． 
このため，世界保健機構（WHO)が DDT の使

用を禁止した．その結果として，蚊が媒介するマラ

リアにより，百万人規模の人が，アジア，アフリカで

亡くなったとされている．この結果を見て，WHO
は壁や天井などへのDDTの噴射については容認
する措置をとった．蚊は羽を休めるとき，壁や天井

に張り付く，この際に壁などから水分を取るために，

同時に DDT も吸入し，駆逐されることになる．この
対応の結果，マラリアによる死者が激減した． 
また，南米のペルーで，液体塩素による水道水

の浄化はがんの発生につながるという研究報告を

受けて，塩素の使用をやめた．その結果として，赤

痢などの胃腸系の病気で死亡する方が多くなった．

小さなリスクを防いで，大きなリスクを呼び込むこと

になった．塩素消毒の停止の背景には，液体塩素

を購入する予算がなかったというペルー国の経済

的事情があったようである．これらのリスクのトレー

ドオフに関しては，文献[18]に詳しい． 
最近の事例として，防潮堤建設の問題を挙げる．

2019 年の台風 19 号において，岩手県の釜石市
で，豪雨災害が発生した．これは，2011 年の東日
本大震災の際の津波被害により，住宅を守るため

に海側に防潮堤を建設したための水害である．こ

の防潮堤には，山側に降った雨の排水について

十分な考慮がなされていなかったため，防潮堤に

より住宅が浸水被害を受けることになった[19]． 
このようなリスクのトレードオフに係わる事例はた

くさんある．ある問題を解決する際に，その解決が

何らかの別のリスクをもたらすのではないか，という

ことが十分に考えられていないことを示している．

当面の問題を解決する際の，問題設定の難しさ，

メリットばかりでなく，デメリットも公平に考えることの

難しさを示している． 

5.3 専門家と一般人のリスク認知の差 

一般人のリスク認知は，多くの場合専門家のそ

れと比較して，大きな差を生じ，過大あるいは過小

評価となりやすい．すなわち，図 に示すように，

専門家が小さなリスクと判断することに対して，一

般人は「未知」，「怖さ」という因子が卓越する感情

的な判断により，リスクを大きくとらえることが多い．

放射能，農薬，遺伝子組み換えなどの用語を含む

問題が代表的な例である． 
反対に，専門家は大きなリスクととらえるのに，

一般人はリスクを低く見積り，注意を払わないことも

ある．代表的なものは偏食，運動不足，生活習慣

病などである． 

 
図 5 専門家と一般の人のリスク認知の差 
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この専門家と一般人のリスク認知の差が大きなト

ラブルとなることが多い．例えば，それほど客観的

リスクが大きくないのに，説明者の態度や表現方

法により，大きなリスクを感じさせてしまうこともある．

一般の人は「生存率 90％」と「死亡率 10％」（等し
い表現である）に対して，異なる反応をするという

事実を十分に踏まえた説明の在り方を考える必要

がある． 
この差に十分に配慮して，上手に住民からの合

意を取り付けた事例を紹介する． 
仙台市の地下鉄工事現場で，重金属であるヒ素

とカドミウムが土壌汚染基準（環境基準にほぼ等し

い）を超える量が含まれていた．この土は，土取場

跡地に埋め戻されることになった．跡地近隣の住

民にこの事業の理解を得るために，ていねいな広

報活動が行われた．その内容は，①環境基準の

意味（基準量の物質を含む水を毎日２リットル 70
年間のみ続けて，10 万人に 1 人に発がんの恐れ
がある）をしっかりとわかりやすく説明する，②排出

水の処理システムについての現地説明，③重金属

を含む現地からの排出水について，モニタリングを

行った．これらの事実を住民懇談会，見学会，さら

に定期的な広報冊子として対象となる家庭に配布

する，という活動を行った． 
ヒ素やカドミウムなどの重金属が歴史的に大きな

被害をもたらしてきたことを知っている住民は最初

は頑なであったが，次第に排水の浄化システムや

モニタリングの意義について理解を示し，最終的

には理解を示すこととなった． 
住民に対してリスクを説明する場合には，このリ

スク認知の差を十分に把握して，住民と対等な立

場に立って，適切な表現を用いる必要がある．必

要とされるコミュニケーションスキルを身に付けるこ

とが専門家である技術者に要求される． 

5.4 リスクの相対化 

リスク論は，金融，経済から薬，医療，理工学分

野まで様々な事象を対象に利用される．財政資源

が限られた条件では，リスクを伴う事象のうち，どれ

を優先的に対処すべきかが問題になる．この際に

は，リスク対策の優先度を決定するために，リスク

の相対化が必要になる． 
テロリスクと自然災害リスクなどまったく分野の異

なるリスク事象を相対化するのは困難である．しか

し，ある共通性を多く持った事象であれば合理的 
 

な相対化が可能であろう． 
例えば，自然災害のうちで地震と洪水のどちら

の対策が優先されるべきであるかという課題であれ

ば，リスクの相対化はできそうである．ある地区を対

象にして，頻度，被害の大きさ，脆弱性，暴露など

を計算することにより，A地区では地震対策が優先
され，B 地区では洪水対策が優先されるべきという
結果を導き出すことができよう． 
自然災害全般を対象にして，県別のリスクを算

定する試みがなされている[9]．このようなリスクの
相対化により，国策として，どの自治体の対策が優

先されるべきかの判定が可能となろう． 
化学物質の分野では，例えば，重金属ごとのリ

スクが算出され，それが，図 に示すように損失余

命（どの程度，生きる時間が短くなるか）というわか

りやすい指標で整理されている． 
この表の中の，ダイオキシン，カドミウム，メチル

水銀，ヒ素，などは，過去に悲惨な被害をもたらし

たものであり，その名前だけで怖れてしまう．すな

わち，過大なリスクを感じてしまう．損失余命という

指標でみると，化学物質以外のリスクと比較すると

かなり小さい値であることがわかる． 
この表中の矢印は，福島第一原子力発電所の

事故を受けて，除染レベルを 5.0mSv/年としたとき
の放射能の影響を算定したものである [20]． 
除染の放射能レベル 5.0mSv/年の除染基準で，

10 日程度の損失余命と計算されている．実際の

放射能レベルは 1.0ｍSv/年と設定されたために，
除染作業が大きく遅れることになり，福島沿岸部の

復興を遅らせることとなった．その復興の遅れによ

 
図 6 様々な化学物質の損失余命[20] 
⇒赤い矢印が，5.0mSv/年の除染（累積 34mSv に相
当）を想定した時の損失余命 
 

36 東北学院大学工学部研究報告　第54巻第１号　2020



この専門家と一般人のリスク認知の差が大きなト

ラブルとなることが多い．例えば，それほど客観的

リスクが大きくないのに，説明者の態度や表現方

法により，大きなリスクを感じさせてしまうこともある．

一般の人は「生存率 90％」と「死亡率 10％」（等し
い表現である）に対して，異なる反応をするという

事実を十分に踏まえた説明の在り方を考える必要

がある． 
この差に十分に配慮して，上手に住民からの合

意を取り付けた事例を紹介する． 
仙台市の地下鉄工事現場で，重金属であるヒ素

とカドミウムが土壌汚染基準（環境基準にほぼ等し

い）を超える量が含まれていた．この土は，土取場

跡地に埋め戻されることになった．跡地近隣の住

民にこの事業の理解を得るために，ていねいな広

報活動が行われた．その内容は，①環境基準の
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行った．これらの事実を住民懇談会，見学会，さら

に定期的な広報冊子として対象となる家庭に配布

する，という活動を行った． 
ヒ素やカドミウムなどの重金属が歴史的に大きな

被害をもたらしてきたことを知っている住民は最初

は頑なであったが，次第に排水の浄化システムや

モニタリングの意義について理解を示し，最終的
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住民に対してリスクを説明する場合には，このリ

スク認知の差を十分に把握して，住民と対等な立

場に立って，適切な表現を用いる必要がある．必

要とされるコミュニケーションスキルを身に付けるこ

とが専門家である技術者に要求される． 
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たものであり，その名前だけで怖れてしまう．すな

わち，過大なリスクを感じてしまう．損失余命という
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この表中の矢印は，福島第一原子力発電所の

事故を受けて，除染レベルを 5.0mSv/年としたとき
の放射能の影響を算定したものである [20]． 
除染の放射能レベル 5.0mSv/年の除染基準で，
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り，将来を悲観して多数の自死者が出たことを考え

ると，適切な除染基準の設定がより合理的になさ

れるべきであったという意見には正当性があろう．

なお，福島第一原子力発電所の事故のような異常

事態に対しては，国際的には，事故から当分の間

は 10ｍSv/年が目標数値とされており，発災直後
はこの数値を除染目標として検討されていた．批

判的にいえば，マスコミからの批判を怖れた「大衆

迎合」の政府の意思決定が災害関連死の被害を

もたらしたともいえる． 
リスクの相対化に用いる指標として何が適切

か？その指標の設定によって，どのリスクが優先さ

れるかが決まる．この指標の設定は，人の価値観

に大きく左右されることになる． 
人命と資産どちらに重きを置くか．自然環境と経

済発展どちらに重きを置くか，地域全体と個人のど

ちらを優先すべきか…これらの指標設定に係わる

問題は科学技術だけでは解決できない． 
先に述べた損失余命の代わりによりよい指標と

して，健康（的に生活できる）余命という指標が提

案されたそうである．その際にも，健康的であると

は何か，体の不自由な方に対する配慮はできるの

か，などの議論の末に採用は取りやめられたとされ

ている． 
リスクの相対化のために，どのような指標が適切

かについても多くの議論があり，簡単に決定できる

ものではない．しかし，その困難を乗り越えての多

くの分野のリスクを相対化する努力は，たとえ明確

な結論が得られなくても続けられるべきである．こ

の努力の結果として，得られることは大きいし，新

しい問題発見にもつながる． 
 

5.5 リスクとクライシス 

 リスクとクライシスは，日本語ではどちらも危険

や危機と訳され，似たような語感であるために混同

されやすい用語である．ここでその違いを明確に

する． 
リスクは予防的な意味合いをもつ用語である．あ

る事業あるいは災害を想定して，それに伴う損害

や人命喪失を低減するために行う一連の行動に

関係している．これに対して，クライシス（危機）は，

図 ７に示すように，損害を与える事象が起こった

際の緊急的な対応に関係している．最近では，ク

ライシスは広義のリスクマネジメントの災害発生後

の一部を構成するとみなされることが多い． 

 リスクマネジメントの一部であるからと言って，ク

ライシス管理の重要性を低く見ることは許されない．

危機的対応は誰にとっても，どんな時でも難しい．

救出作業，適切な医療行為，医療行為の順番に

関する難しい判断（トリアージ），食料・衣料などの

供給，避難所設置などは平時とは全く異なり，迅

速な判断と行動が要求される．ときには既存の法

律に違反する判断・行動が被災者にとって有利に

なりえる．その際の当事者のジレンマは大きい． 
 様々な機関で危機管理マニュアルは整備され

ている．しかし，その内容は所轄官庁のものとほぼ

同一であることが多く，当該地の環境の差異に基

づく文言の修正など真剣な検討がなされない場合

が多い．危機管理官等と呼ばれる役職は高度な

専門性と適格性に対する要求が高いはずである

が，平時の人事異動の方が優先されるケースが多

いようである． 
 平時では有能とされる人材も，有事（異常事態）

ではまったく無能であった，という事例は数多く報

道されている．また，非常時に優れた能力を発揮

した人を英雄扱いする報道も数多くある．しかし，

大事なことは事前の周到な準備であることを忘れ

てはいけない．クライシス管理の難しさについて本

音が述べられている本[21,22]を紹介する． 

5.6 冗長性がリスク低減をもたらす 

効率第一主義の社会システムが自然災害に対

して，脆弱であることはよく耳にする．東京一極集

中は効率的であり，巨大な都市を守るために，堤

防，防潮堤などのインフラ整備がなされてきた．こ

れらのインフラ整備の際に想定した雨量を超えた

場合には，国の存続も危うくなるほどの甚大な被

害をもたらしかねない． 
多くの事象で，リスクを低減するのは冗長性であ

る．より分かりやすい言葉で言えば「むだ」や「ゆと

り」である．効率性とは対極にある言葉である． 
ある町が豪雨災害により，この町に最も近い主

要都市とつなぐ国道が土砂災害で通行止めにな

ったとする．この町の復旧や復興は，大きく「迂回

路」に依存することになる．迂回路は県道であった

り，市道あるいは農免道路であったりする．このよう

に，主要な道路以外の道路（いわば，冗長な道路）

の存在が，けが人の緊急搬送，援助物資の搬送

などで活躍することになる． 
北海道の豪雨災害の際に，ある町の復興がほ

かの町に比べて遅れた．この町とつながる道路が
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一本しかなく，迂回経路も大きく遠回りとなり，効率

的な物資輸送ができなかったことが原因といわれ

ている．このことを反省して，町と町を一本道では

なく，循環網を形成するような視点で，道路行政を

見直す計画が立てられた． 
どのようなシステムであっても，安全性を保障す

るために，「あそび」「ゆとり」が設計に組み込まれ

ている．最も有名なのは，自動車のハンドルの「あ

そび」である．無反応な角度を設定することにより，

安全性を高めている．回路をなすシステムにおい

ても，非常時に備えて普段利用しない回路を組み

込んでおり，非常時に役に立つ． 
この冗長性は，災害時の避難行動における時

間的「ゆとり」にも関係している．自然災害での死

者ゼロを目指せば，避難警報などは災害弱者（お

年寄り，障碍者，子供）を対象に，早い段階でゆと

りをもって発信する必要がある．この早い段階での

避難情報（準備，警報，指示）は，外れる可能性が

高い段階での発令である．「からぶり」に終わる可

能性が高い．からぶりに終わった時の住民からの

批判を考えると，避難情報の発信をためらうことに

なりかねない． 
また，少なくない経済的損失も産まれる．東海地

震を想定したとき，様々な規制による経済損失は 1
日当たり 1700 億円という予測もある．1 週間前の
警戒宣言で，地震がからぶりに終わった場合には，

1 兆円を超える経済損失になる．これに対して，誰
が責任を負うのか，当然に問題になる．責任問題

を感じながら，危機対応をおこなうことは責任者で

ある首長にとっては，大きな負担であり，ためらっ

てしまう．情報伝達の遅れが致命的な損害に至る

こともあり得る． 
これらの問題を事前に検討し，致命傷にならな

いレベルの災害に低減するために，国が責任をも

って，様々な方法が考えられている． 
豪雨災害に対するタイムテーブルの設定がその

代表例である．予め，国が設定したガイドラインに

沿って，対象とする町の特性（人口，高齢者率，産

業，山や川などの地形要因，道路網，排水など）を

考慮して，タイムテーブル（予定表）を作成しておく．

災害対策責任者である首長は，このタイムテーブ

ルに従って，粛々と住民への避難情報をゆとりをも

って発信できることになる． 
このとき，かりに「からぶり」に終わっても，首長の

意思決定の責任の多くは，タイムテーブル作成を

指導した国の責任に転嫁されることになる． 

大事故や大災害のリスクを低減するためには，

冗長性が不可欠であることをすべての人が共有し，

からぶりに終わった時には，責任者を責めないと

いう心のゆとり（冗長性）をもちたい． 

6．リスクマネジメントの体系 
ある具体的な事業を対象として，リスク論に基づ

く考え方で，実際の計画，調査，実施，監視を行う

ためのリスクマネジメント，すなわち事業リスクを対

象として，そのシステムに関する基礎的事項を説

明する．事故リスクや自然災害リスクについても，

表現や用語は異なることがあるが，同様の議論が

 
図 7 リスクとクライシスマネジメント 
⇒本論では，このような関係を前提に議論を進める． 

 
図 8 リスクマネジメントの標準的プロセス 
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一本しかなく，迂回経路も大きく遠回りとなり，効率

的な物資輸送ができなかったことが原因といわれ

ている．このことを反省して，町と町を一本道では

なく，循環網を形成するような視点で，道路行政を

見直す計画が立てられた． 
どのようなシステムであっても，安全性を保障す

るために，「あそび」「ゆとり」が設計に組み込まれ

ている．最も有名なのは，自動車のハンドルの「あ

そび」である．無反応な角度を設定することにより，

安全性を高めている．回路をなすシステムにおい

ても，非常時に備えて普段利用しない回路を組み

込んでおり，非常時に役に立つ． 
この冗長性は，災害時の避難行動における時

間的「ゆとり」にも関係している．自然災害での死

者ゼロを目指せば，避難警報などは災害弱者（お

年寄り，障碍者，子供）を対象に，早い段階でゆと

りをもって発信する必要がある．この早い段階での

避難情報（準備，警報，指示）は，外れる可能性が

高い段階での発令である．「からぶり」に終わる可

能性が高い．からぶりに終わった時の住民からの

批判を考えると，避難情報の発信をためらうことに

なりかねない． 
また，少なくない経済的損失も産まれる．東海地

震を想定したとき，様々な規制による経済損失は 1
日当たり 1700 億円という予測もある．1 週間前の
警戒宣言で，地震がからぶりに終わった場合には，

1 兆円を超える経済損失になる．これに対して，誰
が責任を負うのか，当然に問題になる．責任問題

を感じながら，危機対応をおこなうことは責任者で

ある首長にとっては，大きな負担であり，ためらっ

てしまう．情報伝達の遅れが致命的な損害に至る

こともあり得る． 
これらの問題を事前に検討し，致命傷にならな

いレベルの災害に低減するために，国が責任をも

って，様々な方法が考えられている． 
豪雨災害に対するタイムテーブルの設定がその

代表例である．予め，国が設定したガイドラインに

沿って，対象とする町の特性（人口，高齢者率，産

業，山や川などの地形要因，道路網，排水など）を

考慮して，タイムテーブル（予定表）を作成しておく．

災害対策責任者である首長は，このタイムテーブ

ルに従って，粛々と住民への避難情報をゆとりをも

って発信できることになる． 
このとき，かりに「からぶり」に終わっても，首長の

意思決定の責任の多くは，タイムテーブル作成を

指導した国の責任に転嫁されることになる． 

大事故や大災害のリスクを低減するためには，

冗長性が不可欠であることをすべての人が共有し，

からぶりに終わった時には，責任者を責めないと

いう心のゆとり（冗長性）をもちたい． 

6．リスクマネジメントの体系 
ある具体的な事業を対象として，リスク論に基づ

く考え方で，実際の計画，調査，実施，監視を行う

ためのリスクマネジメント，すなわち事業リスクを対

象として，そのシステムに関する基礎的事項を説

明する．事故リスクや自然災害リスクについても，

表現や用語は異なることがあるが，同様の議論が

 
図 7 リスクとクライシスマネジメント 
⇒本論では，このような関係を前提に議論を進める． 
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適用可能である． 

6.1 リスクマネジメントの体系 

リスクの定義が分野で異なるように，リスクへの対

処行動の在り方も分野で異なる．ここでは，図 に

示すように，最初から最後までのすべての活動をリ

スクマネジメントとしてとらえる．リスクマネジメントの

中身を大きく，リスクアセスメント，リスクコントロール，

リスクコミュニケーションと分割する．さらに，最初に

現況の確定，最後にモニタリング（観測）に基づい

て，現状の確定が見直され，いわゆる PDCA 

(Plan-Do-Check-Act)サイクルにより，リスクを低
減することが標準的プロセスとなる[23]．この分け
方は，JISQ３1000[7]でも採用されている 
以下，それぞれの標準的プロセスについて，工

学分野を念頭において，簡潔に説明する． 
最も注意すべきことは，この標準プロセスはすべ

ての段階でチェックを行い，必要があればフィード

バックを行うことを前提としていることである．適切

なリスク削減を行うためには， PDCA サイクルの

適切な運用が前提となっている． 

6.2 現況の確定：問題の設定 

具体的な行動に入る前に，現在の状況を正しく

認識し，リスクの高い状況を低減するために適切

な問題設定を行う必要がある．この最初の部分が

曖昧あるいは不適切であれば，リスクアセスメント

以下の担当者の努力にかかわらず，リスクが低減

される可能性は低くなる． 
ある現状を解決するために，適切な問題設定を

行うのは極めて難しい．どのように問題をとらえる

かに際して，時間軸，空間軸の両方に注意する必

要がある． 
短期的に効果はあっても，長期的にはむしろリ

スクを高めることはよくある．工学分野の例ではな

いが，金融分野でのゼロ金利（あるいはマイナス金

利）政策は一時的な効果はあっても，長期的には

金融全体に大きな負の影響を与えるため，「禁じ

手」と言われている．その政策が日本では継続して

いる． 
空間の広がりの例としては，コンパクトシティの

構想が挙げられよう．これは，インフラへの投資額

が今後減少することを想定して，都市中心部へイ

ンフラ設備を集中して，効率的なまちづくりを行うと

するものである．より広い空間で考えた場合には，

都市中心部のみのインフラ整備では全く機能せず，

都市の周辺地域の正常な活動（食料供給，レクリ

エーション機能など）も不可欠という当然のことが

十分に配慮されていない懸念がある． 
問題設定に際して，価値観の異なる多様な意見

を公平に反映することは極めて難しい作業である．

社会的影響の大きい問題ほど，適切かつ慎重な

問題設定が必要となる．最近の傾向としては，この

現状確定および問題設定の段階から，第三者の

意見に耳を傾ける方が，リスクマネジメント全体を

円滑に実施することにつながるとされている． 

6.3 リスクアセスメント（リスク評価） 

問題設定を受けて，具体的な活動が始まる．最

初はリスクアセスメントである．ISO31000 では，リ
スクアセスメントを，特定，分析，評価に細分して

いる．この細分化は，これらの要素が明確に分離

できるということを意味しているわけではない．不可

分の関係にあるが，性格の異なる要素から構成さ

れていることを強調した表現である． 
リスクアセスメントでは，対象とする問題の専門

家が原則的には中心的役割を果たす． 
リスクアセスメントの実施に際しては，科学技術

では，最も大切な客観性の保持が大切になる．客

観性とは，ヒトの価値観や主観に依存しないという

ことである． 

（１）リスクの特定 

対象とする問題の中で，どのようなリスクを重要

視するか，その判断がリスクの特定である．この段

階では，うっかりすると担当者の価値観が判断に

作用することが考えられる．このため，複数の人間

が議論を重ねて，できる限り客観性の保持に努め

なければいけない．もちろん，この段階で，専門家

以外の関係者が，結論を誘導する意図をもっての

政治的関与はできないようなシステム構築が必要

とされる．利益者の関与が知られた場合は，それ

だけでリスクマネジメントは失敗に帰す． 

（２）リスクの分析 

リスクの分析（あるいは解析）は科学技術の知識

と客観的なデータに基づいている．対象としている

物質，事業等に対して客観的な視点での分析が

必要となる． 
必要なデータを既往の文献あるいは実験等によ

り収集し，それをあるモデルに基づいて分析し，リ

スクの評価に寄与する指標値を与えることになる．

データの信頼性，客観性，不偏性，再現性には十
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分に注意する必要がある．恣意的な目的によるデ

ータの選択あるいは無視があってはならない． 
どのようなモデル（関係式）や手法で，判断の指

標となる数値を算出するか，そのプロセスについて

も，データと同様の注意が必要である．公的な機

関や学会が認定したモデルあるいは手法であれ

ば，ほぼこれらの条件を満足するものと考えること

ができる．しかし，これらの公的に認知されたモデ

ル等に対しても，その適用性に関する検証は不可

欠である．どのようなモデルあるいは手法であって

も不確実性は存在し，適用限界がある．その限界

を超えた場合には，得られた指標値はなんらの意

味もない． 

（３）リスクの評価 

科学技術的に正当な方法で得られた数値に基

づいて，リスクの評価を行う．リスクの評価に際して

は，リスクの許容値との比較がある．リスクの許容

値の設定については，リスクコントロールの小節で

議論する． 
リスク分析で得られた数値と公的に定められた

許容値と比較し，そのほかの要因も検討に入れな

がら，リスクの評価を実施することになる． 
リスクの評価に際しても，客観性，不偏性などに

ついて厳しくチェックがなされるべきである．多くの

視点から，また個人のバイアスを防ぐためにも，し

っかりとしたシステムを構築して，自由な意見交換

のもとに，よりよいリスク評価を実施すべきである． 
システム構築については既定のマニュアルなど

があるので比較的容易であるが，そのシステムを

実際に，「自由な」雰囲気のもとで運用するのは決

して容易ではない．いわゆる声の大きい構成員に

より偏った評価結果にならないように，「運用」まで，

きめ細やかに策定しておきたい． 

6.4 リスクコントロール（リスク対応） 

リスクコントロールは，専門家および責任者となる

事業者の共同作業によって実施されるべきであ

る． 

（１）基準値の設定 

リスクコントロールを実施するために，対象とする

物質，事故などに対して，基準値を設定する必要

がある．この基準値の設定は，科学技術的観点

が重要視されるべきであるが，それ以外の要素も

加味して，実行可能で有効性のある基準値が設

定されるべきである． 

例えば，放射能の基準の考え方として，ALA- 
RA （As Low As Reasonably Achievable）が
有名である．その国のおかれた状況に応じて，合

理的に達成可能な低い値を基準値とする考え方

である．達成不可能な目標値を設定しても，遵守

することのできない数値では基準値としての意味

をなさない． 
この基準値の設定は，主に事業の責任者が，

専門家などの意見を取り入れたうえで，決定すべ

きである．どのように基準値を決定すればよいか，

そのプロセスについては，様々な意見があり，多

くの分野に共通して適用できるプロセスについて

の合意はまだ見られていない． 

（２）リスク管理 

 リスク基準が決定されれば，この基準を満足す

るように，システムと運用に関する人員配置，制度

設計がなされ，実施される．この部分については，

これまでも実施され，多くの実績がある．広義のリ

スクマネジメントに沿ったシステム構築に際しても，

比較的容易に設定できるものと思われる． 
これまで狭義のリスク管理は実施されてきた．し

かし，不祥事や事故は発生している．設定された

リスク管理の手順が守られていれば，防げたはず

の事故も多い．一般に，リスク管理マニュアルは

厳重に（放射能などの危険物質の取り扱いでは，

多重防御の考え方も取り入れられて）作られてお

り，プロセスを多少省略しても，すぐに事故が発

生することはない．このために，作業員が必要な

手順を無視し，より簡便な（しかし危険な）方法を

とることが起こり得る． 
対象とする事故などの怖さ，影響などについて，

必要な知識を共有し，適宜作業状況をチェックす

ることまで，リスク管理システムに組み込み，リスク

管理の「劣化」を防ぐ必要がある．管理の劣化の

怖さがもたらす悲劇について，事例を中心とした

優れた文献[12，24]がある． 

6.5 リスクコミュニケーション（リスク合意） 

科学技術者にとって，最も不得手とするのが，リ

スクコミュニケーション（以下，リスコミと略記する）で

ある．科学技術者の仕事の多くは比較的狭い領域

で行われ，専門家は同じ価値観と目的を共有して

いる． 
多様な価値観をもつ一般の人，マスコミ関係者，

政治家を相手としてのリスコミは，合理性よりも感性
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分に注意する必要がある．恣意的な目的によるデ

ータの選択あるいは無視があってはならない． 
どのようなモデル（関係式）や手法で，判断の指

標となる数値を算出するか，そのプロセスについて

も，データと同様の注意が必要である．公的な機

関や学会が認定したモデルあるいは手法であれ

ば，ほぼこれらの条件を満足するものと考えること

ができる．しかし，これらの公的に認知されたモデ

ル等に対しても，その適用性に関する検証は不可

欠である．どのようなモデルあるいは手法であって

も不確実性は存在し，適用限界がある．その限界

を超えた場合には，得られた指標値はなんらの意

味もない． 

（３）リスクの評価 

科学技術的に正当な方法で得られた数値に基

づいて，リスクの評価を行う．リスクの評価に際して

は，リスクの許容値との比較がある．リスクの許容

値の設定については，リスクコントロールの小節で

議論する． 
リスク分析で得られた数値と公的に定められた

許容値と比較し，そのほかの要因も検討に入れな

がら，リスクの評価を実施することになる． 
リスクの評価に際しても，客観性，不偏性などに

ついて厳しくチェックがなされるべきである．多くの

視点から，また個人のバイアスを防ぐためにも，し

っかりとしたシステムを構築して，自由な意見交換

のもとに，よりよいリスク評価を実施すべきである． 
システム構築については既定のマニュアルなど

があるので比較的容易であるが，そのシステムを

実際に，「自由な」雰囲気のもとで運用するのは決

して容易ではない．いわゆる声の大きい構成員に

より偏った評価結果にならないように，「運用」まで，

きめ細やかに策定しておきたい． 

6.4 リスクコントロール（リスク対応） 

リスクコントロールは，専門家および責任者となる

事業者の共同作業によって実施されるべきであ

る． 

（１）基準値の設定 

リスクコントロールを実施するために，対象とする

物質，事故などに対して，基準値を設定する必要

がある．この基準値の設定は，科学技術的観点

が重要視されるべきであるが，それ以外の要素も

加味して，実行可能で有効性のある基準値が設

定されるべきである． 

例えば，放射能の基準の考え方として，ALA- 
RA （As Low As Reasonably Achievable）が
有名である．その国のおかれた状況に応じて，合

理的に達成可能な低い値を基準値とする考え方

である．達成不可能な目標値を設定しても，遵守

することのできない数値では基準値としての意味

をなさない． 
この基準値の設定は，主に事業の責任者が，

専門家などの意見を取り入れたうえで，決定すべ

きである．どのように基準値を決定すればよいか，

そのプロセスについては，様々な意見があり，多

くの分野に共通して適用できるプロセスについて

の合意はまだ見られていない． 

（２）リスク管理 

 リスク基準が決定されれば，この基準を満足す

るように，システムと運用に関する人員配置，制度

設計がなされ，実施される．この部分については，

これまでも実施され，多くの実績がある．広義のリ

スクマネジメントに沿ったシステム構築に際しても，

比較的容易に設定できるものと思われる． 
これまで狭義のリスク管理は実施されてきた．し

かし，不祥事や事故は発生している．設定された

リスク管理の手順が守られていれば，防げたはず

の事故も多い．一般に，リスク管理マニュアルは

厳重に（放射能などの危険物質の取り扱いでは，

多重防御の考え方も取り入れられて）作られてお

り，プロセスを多少省略しても，すぐに事故が発

生することはない．このために，作業員が必要な

手順を無視し，より簡便な（しかし危険な）方法を

とることが起こり得る． 
対象とする事故などの怖さ，影響などについて，

必要な知識を共有し，適宜作業状況をチェックす

ることまで，リスク管理システムに組み込み，リスク

管理の「劣化」を防ぐ必要がある．管理の劣化の

怖さがもたらす悲劇について，事例を中心とした

優れた文献[12，24]がある． 

6.5 リスクコミュニケーション（リスク合意） 

科学技術者にとって，最も不得手とするのが，リ

スクコミュニケーション（以下，リスコミと略記する）で

ある．科学技術者の仕事の多くは比較的狭い領域

で行われ，専門家は同じ価値観と目的を共有して

いる． 
多様な価値観をもつ一般の人，マスコミ関係者，

政治家を相手としてのリスコミは，合理性よりも感性

に配慮することが必要になる． で述べた専門

家と一般の人のリスクのとらえ方の差異にも配慮す

る必要がある． 
産業革命を契機とする科学技術の進展は，人

類に豊かさと幸せを与えるものとして歓迎された．

しかし，2 度の世界大戦における膨大な犠牲者，
大戦後の大気汚染，環境破壊，さらに冷戦後の新

自由主義，グローバリゼーションによる貧富の差

（格差）の拡大などにより，科学技術のさらなる発

展に対しては疑問視する意見が多くなった． 
専門家の立場からは比較的安全なものであって

も，その使用に対しては一般の人からの合意が得

られないことは多々ある．このような事態に対して，

当初は「一般の人に正しく理解してもらえれば，合

意形成はできるはず，正しく理解してもらうように啓

発活動を進めよう」ということで，サイエンスカフェ

に代表される様々な試みがなされた．しかし，期待

するような成果は得られなかった[25]． 
正しい科学技術的話を伝えても，合意形成がで

きない理由については，主に社会心理学の分野

で研究された（例えば，文献[26,27]） 
専門的な知識に基づいて合理的判断を要求す

る姿勢はかえって反感をもたらすことがある．卑近

な例では，保険の内容をていねいに説明されて，

その専門知識のレベルの高さに信頼感をもち，保

険に入る人は，おそらく少ない．なんとなく，親しみ

やすさや信頼感で保険に入る人の方が多いであ

ろう．また，車のセールスで最高の実績を残してい

る人の多くは決して能弁ではなく，むしろ訥弁で実

直な人であるということもよく知られている． 
人は，説明者の専門知識や説明の巧みさにより

他人を信頼するのではなく，価値観や感性の一致

を優先して，信頼感をもつことが知られている． 
信頼感を高めるために有効な方法には 2つある

とされている．その一つ目はリスクマネジメントのプ

ロセスの透明性を高めることである．第三者が最初

から意思決定に係わることができるようなシステム

を構築し，その事実を公開していること．二つ目は，

リスクマネジメントに失敗があった時の事業遂行者

の責任を明示することとされている． 
この二つは，一般の人に「自信があるから，透明

性を大事にし，自分自身に対しても厳しい罰則を

課しているのだ」という安心感そして信頼感を与え

ることになる[17,27]． 
このような人の認知に関する事実を踏まえて，リ

スコミに臨む必要がある．さらに，当然ながら，コミ

ュニケーションであるので，その基本的な知識は押

さえる必要がある． 
「自分が話すよりも，相手の話をしっかりと聞くこ

と」，「相手が話すことに共感を示すこと」，「常に対

等の立場であることを強く意識すること」これらの当

たり前のことを，特に科学技術系の専門家は，自

分自身に言い聞かせる必要がある．リスコミのノウ

ハウ，事例をていねいに説明した良書[28]がある. 
 

6.6 土木事業の既往の体系とリスクマネジメ

ント 

土木事業においても，リスクの考え方は，すでに

事業プロセスの中で，「リスク」という用語が用いら

れていなくても，その基本は取り入れられている． 
建設事業の基本的なプロセスは，事業企画⇒

調査⇒設計⇒施工⇒管理とされている．土木事業

においては，これらのプロセスは一方向に流れる

のではなく，問題が生じたときには，必要な箇所ま

でフィードバックされて，よりよい対処がなされる． 
これらのプロセスはすべての過程に内在する不

確実性を低減し，その結果としてリスクを低減する

一連の作業とみなすことができよう． 
近年，特に地盤や地質の有する不確実性が改

めて認識され，その取扱いをシステム的に行う試

みがなされている[29]．調査，設計，施工がそれぞ
れの専門会社の技術者によってなされ分業化が

進み，関係者間での不確実性に関する情報共有

が十分ではなく，工法変更，許容できない変状あ

るいは崩壊に至ることも多々あった．全体の管理を

行う行政の技術者がこれらの情報の中に含まれる

不確実性を適切に処理する能力があれば，被害

は最小限にとどめることができようが，きわめて困

難である．理想的なリスクマネジメント（図 ８参照）
では，関係者間での情報共有・意見交換に基づく，

意思決定が基本装備となっている． 
リスクが顕在化したときに緊急に行う打ち合わせ

ではなく，そのような打ち合わせを予め組み込むこ

とを基本としている点に，リスクマネジメントの優位

性がある． 
多くの建設事業において，住民からの合意形成

が困難になることが多くなってきた．このため，リス

コミの重要性はよく知られるようになったが，いまだ

にリスコミを軽視する風潮はみられる．事前に，住

民に対して事業の説明がなされていなかった場合

には，工事の中断あるいは住民からの差止訴訟な
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どにより，完成した施設の稼働が困難になることが

ある． 
前述した理想的なリスクマネジメントでは，リスコ

ミをすべての段階で必要に応じて実施するものとし

ている．リスコミを前提としたシステムの中で事業を

進めた方が，よい結果が得られるものと期待でき

る． 

7．リスクと責任 
リスクを議論する際に，責任問題を避けることは

できない．大きな事故が発生した場合，そのような

事故をもたらした原因は何か，という本質的な問題

よりも，誰が責任を負うべきか，いつ責任者（トップ）

が辞任するかの方が常に注目される． 
大規模な事業においては，多くの人がその事業

に関与している．関与した人の誰一人として，法規

や指針を破ることがなく事業が遂行されたが，最終

的な結果が人々の生活環境に悪影響を与える結

果となってしまった．多数者が関与する問題は

Problem of many hands（PMH)と呼ばれ，地球
温暖化，砂漠化などの地球環境問題が代表例とさ

れている[6]． 
その場合，責任問題はどうなるのか．事業を実

施した組織（国，県，会社…）は，明確な法律違反

がなくても，組織としてのモラル（道義的）責任を有

することになる．被害に応じた損害賠償の義務は

負うことになる．役職者としての責任はどうなるのか，

この判断は極めて難しいものとされ，現在でも学術

レベルでも合意はなく，議論が続いている． 
組織が損害の可能性を認識していた場合とまっ

たく無知であり，その無知が現代の科学技術レベ

ルと比較してやむを得ないと判断される場合では，

責任の重さが異なる．当然に，認識していた場合

の方が重い責任を問われる． 
被害の発生可能性を認識していた場合に，その

事実を被害を受けるであろう住民に事前に知らせ

ていなかった場合は，より大きな責任が問われるこ

とになる． 
例えば，1970 年代には，活断層の存在は専門

家は認知していても，一般の地図にはその活断層

の存在が記載されていることはまれであった．しか

し，現在では家屋やインフラに被害を与えるであろ

う活断層については，被害の可能性は低くても，そ

の存在を積極的に知らせることが公的機関の必須

事項となっている．知らせないことによるメリット（住

民の安心，土地の価値維持）よりも，知らせないこ

とによる組織のデメリット，すなわち組織の責任問

題の方が重さを増したためと思われる． 
薬の分野でも，薬の副作用について，積極的に

知らせる努力がなされている．副作用を知らせず

に，効能ばかりを宣伝し，重大な副作用が発生し

た場合の責任の重さは，薬の売れ行きばかりでな

く，製薬会社の社会的評価が著しく低下し，最悪

の場合には倒産に至ることもあり得る． 
発生した事故や災害に対する対処の仕方にも，

責任問題が発生する．事故や災害が発生しても，

そのことに対して適切な対処を実施することができ

ない場合，責任は時間とともに大きくなる．一般に

発生した事故や被害に対する対処は，図 に示

すように，クライシス（危機）管理と呼ばれている．ク

ライシス管理の失敗事例および成功事例を実務の

面からわかりやすく説明した本[30]がある． 
責任所在の不明瞭さが，リスクコントロールを甘

くしてクライシス（危機的状況）の発生を促し，危機

的状況への対処が遅れることは指摘できる．しかし，

責任の所在を明確にすると，責任逃れのために前

例主義がはびこり，発展性のある社会構築や危機

時の適切な対応は難しくなる． 
リスクマネジメントの責任問題に関する一般

論の構築は極めて難しく，一つ一つの失敗・成功

事例に対して慎重に検討・反省・改善を重ねる地

道な努力が必要とされる．事案個々の適切な責任

体制を求めるという姿勢の方が有用かもしれない． 

8.まとめ：リスク論を踏まえることの意義 

以上，リスク論の工学分野における重要性につ

いて，簡潔な紹介を試みた．リスクという概念が現

在でも急速に進化し，その有用性が検証されてい

る段階である．次第に議論が収束する傾向はみら

れるもののまだ統一されているとはいいがたい．本

論での話題の選択や記述も著者の好み（偏見）が

記述をゆがめ，公平さに欠けている可能性が高い．

著者自身がリスク論の全体像をまだ十分には把握

できていない． 
最後に，様々な事業に対して，リスク論をベース

に制度構築および運用を企画することの意義につ

いて考察する． 
リスク論は，これまで説明してきたように，以下の

ことを重視している． 
 
１．事業のステークホルダー（関係者）に対

しての配慮：特に，専門的知識を持たないが，損
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どにより，完成した施設の稼働が困難になることが

ある． 
前述した理想的なリスクマネジメントでは，リスコ

ミをすべての段階で必要に応じて実施するものとし

ている．リスコミを前提としたシステムの中で事業を

進めた方が，よい結果が得られるものと期待でき

る． 

7．リスクと責任 
リスクを議論する際に，責任問題を避けることは

できない．大きな事故が発生した場合，そのような

事故をもたらした原因は何か，という本質的な問題

よりも，誰が責任を負うべきか，いつ責任者（トップ）

が辞任するかの方が常に注目される． 
大規模な事業においては，多くの人がその事業

に関与している．関与した人の誰一人として，法規

や指針を破ることがなく事業が遂行されたが，最終

的な結果が人々の生活環境に悪影響を与える結

果となってしまった．多数者が関与する問題は

Problem of many hands（PMH)と呼ばれ，地球
温暖化，砂漠化などの地球環境問題が代表例とさ

れている[6]． 
その場合，責任問題はどうなるのか．事業を実

施した組織（国，県，会社…）は，明確な法律違反

がなくても，組織としてのモラル（道義的）責任を有

することになる．被害に応じた損害賠償の義務は

負うことになる．役職者としての責任はどうなるのか，

この判断は極めて難しいものとされ，現在でも学術

レベルでも合意はなく，議論が続いている． 
組織が損害の可能性を認識していた場合とまっ

たく無知であり，その無知が現代の科学技術レベ

ルと比較してやむを得ないと判断される場合では，

責任の重さが異なる．当然に，認識していた場合

の方が重い責任を問われる． 
被害の発生可能性を認識していた場合に，その

事実を被害を受けるであろう住民に事前に知らせ

ていなかった場合は，より大きな責任が問われるこ

とになる． 
例えば，1970 年代には，活断層の存在は専門

家は認知していても，一般の地図にはその活断層

の存在が記載されていることはまれであった．しか

し，現在では家屋やインフラに被害を与えるであろ

う活断層については，被害の可能性は低くても，そ

の存在を積極的に知らせることが公的機関の必須

事項となっている．知らせないことによるメリット（住

民の安心，土地の価値維持）よりも，知らせないこ

とによる組織のデメリット，すなわち組織の責任問

題の方が重さを増したためと思われる． 
薬の分野でも，薬の副作用について，積極的に

知らせる努力がなされている．副作用を知らせず

に，効能ばかりを宣伝し，重大な副作用が発生し

た場合の責任の重さは，薬の売れ行きばかりでな

く，製薬会社の社会的評価が著しく低下し，最悪

の場合には倒産に至ることもあり得る． 
発生した事故や災害に対する対処の仕方にも，

責任問題が発生する．事故や災害が発生しても，

そのことに対して適切な対処を実施することができ

ない場合，責任は時間とともに大きくなる．一般に

発生した事故や被害に対する対処は，図 に示

すように，クライシス（危機）管理と呼ばれている．ク

ライシス管理の失敗事例および成功事例を実務の

面からわかりやすく説明した本[30]がある． 
責任所在の不明瞭さが，リスクコントロールを甘

くしてクライシス（危機的状況）の発生を促し，危機

的状況への対処が遅れることは指摘できる．しかし，

責任の所在を明確にすると，責任逃れのために前

例主義がはびこり，発展性のある社会構築や危機

時の適切な対応は難しくなる． 
リスクマネジメントの責任問題に関する一般

論の構築は極めて難しく，一つ一つの失敗・成功

事例に対して慎重に検討・反省・改善を重ねる地

道な努力が必要とされる．事案個々の適切な責任

体制を求めるという姿勢の方が有用かもしれない． 

8.まとめ：リスク論を踏まえることの意義 

以上，リスク論の工学分野における重要性につ

いて，簡潔な紹介を試みた．リスクという概念が現

在でも急速に進化し，その有用性が検証されてい

る段階である．次第に議論が収束する傾向はみら

れるもののまだ統一されているとはいいがたい．本

論での話題の選択や記述も著者の好み（偏見）が

記述をゆがめ，公平さに欠けている可能性が高い．

著者自身がリスク論の全体像をまだ十分には把握

できていない． 
最後に，様々な事業に対して，リスク論をベース

に制度構築および運用を企画することの意義につ

いて考察する． 
リスク論は，これまで説明してきたように，以下の

ことを重視している． 
 
１．事業のステークホルダー（関係者）に対

しての配慮：特に，専門的知識を持たないが，損

害を受ける可能性のある一般人の関与を積極的

に取り入れること． 
２．リスク評価の段階の客観性の保持：できる

限り客観性の保持に努めること．政治や経済的要

因などの科学技術的以外の要素を極力排除する

こと． 
３．リスクの原因：モノとヒトの判断の不確

実性：モノの不確実性については，決定論的手法

よりも優れた手法である確率論や統計に基づく手

法を積極的に取り入れること．ヒトの不確実性につ

いては，判断における科学技術的な知識の未熟さ

を教育・人材育成で克服し，バイアスなどの要因を

排除するために，不確実性を低減する目的で，関

係者間で協議を繰り返すこと．また，自由に発言で

きる雰囲気の保持に努めること． 
４．リスクを伴う事業の信頼関係の重要さ：

「正しい知識を持ってもらえば理解してもらえる」と

いう姿勢では一般人からの「納得」は得られない．

信頼関係を築くためには，専門知識の伝達ばかり

でなく，一般の人の発言に耳を傾けること（姿勢と

しては「寄り添う」こと）．多様な価値観の存在を認

めること．さらに，信頼関係の構築のためには，一

般の人を企画の段階から組み込むこと．事業に対

する責任のありかた（被害がでたときの対処あるい

は賠償方法など）を明示すること． 
これらの事項は，なんらかの事業を行う上で当

然に考えるべきことである．多くの事業では，「リス

ク」や「不確実性」という用語は用いなくても，事業

を進める上での常識として考慮されているはずで

ある．しかし，これらの事項は，しっかりとした倫理

観あるいは確固たる制度を持たない場合には，

往々にして軽視される．例えば，以下のような事態

が考えられる． 
 

１．住民への事前周知が必要であると分かってい

ても，事業者内部の雰囲気に負けて，その必要

性を発言できない． 
２．リスクの大きさを評価すると，優先順位が高いは

ずの事業あるいは対策工事が，政治的な関与

で後回しになる． 
３．得られたデータの解釈に，個人的なバイアスを

感じても，それを指摘する機会がない．あるい

は，職場環境から指摘できない． 
４．一般人に対する事業説明会で，一方的に専門

的事項を話し，同意を求める．このような行為の

ために，客観的リスクは低いにも関わらず，一

般人からの同意を取り付けることができない．住

民説明会なので，住民からの質問は受け付け

る必要がないという認識の自治体がいまでも存

在している．  
 
 このような事態は，正当な批判を受けた場合に

は，大きな損失に繋がることがある．場合によって

は，社会的な評価や信頼を一挙に失ってしまうこと

もある．このような最悪の事態を避けるためには，

事業の在り方に何らかの制度が導入されるべきで

あろう．その制度の理論的支柱となりえるのがリスク

論であるように思われる． 
 近年，お題目を唱えるだけの政策案に，多く

の人が右往左往して，本質的な議論がなされない

ままに見切り発車をするようなことが政府レベルで

も頻発している．このようなことも，リスク論的思考を

もてば，そしてリスク論に基づく制度を持っていれ

ば，いずれかの段階で廃案あるいは修正案となっ

ていたはずである．リスク論に基づく制度や事業計

画の導入は煩わしいものであるが，「リスクの先送り」

を防ぐ意味でも，その意義は大きい． 
 しかし，「リスク論を制度に導入すれば，リスク

は低減できる」と断言できない．どのような問題で

あれ，「制度構築(Structure)」と「運用(Flow)」の
両者に注意を払う必要がある． 
運用上の工夫の一つとして，多くの分野で

PDCA サイクルが重要視されている（6.1 参照）．
大学教育の改革に対する PDCA の適用は，

PdCa ではないかと，実態に基づいて疑問を投げ
かけている本がある[31]. すなわち，企画書と評
価報告書は立派な体裁であるが，do(行動 )と
act(改善)には至っていないのではないか，という
見解が述べられている．大学教育改革自体が過

去の事例を評価することなく，新規性を感じさせる

カタカナ語の乱発であり，改革方針自体が Pdca
（評価がない）ではないかとも述べられている． 
おそらく，他の分野においても，PDCA サイクル

の運用は、多くの場合掛け声倒れに終わっている

ものと推察できる．もともと PDCA サイクルは生産

工程の製品の質向上などの明確な目的を有する

事業で有効なものであり，品質向上運動の際の日

本の技術者の発明とされている。 
「国際力」，「考える力」…の育成など，言葉の意

味を定義することが難しい事業に対して無批判に

受け入れるのではなく、その適用性の有無は真摯

に検討議論されるべきものである． 
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リスクをゼロにできない以上，リスクを適切に制

御する必要がある．すべてのリスクを問題ないレベ

ルまで低減する財政資源はあり得ないので，優先

順位をつけることが必然となる．当然に，利害関係

が発生し，争論の原因ともなりえる． 
このような状況を一般の人が納得できるようにす

るためには，堅実な，そして公平な考え方に基づく，

地道な努力が必要となる．ある意味では，住民がリ

スクを適切に認識し，リスクリテラシーを身に付ける

ことが，リスクの低いより安全な社会を創るうえで，

不可欠であるといえる．しかし，それを達成すること

は，ヒトにとって難問の一つなのであろう． 
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